
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
         

 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

平成 27 年３月 

 

粕屋町 

子ども・子育て支援事業計画 

 
 

平成 27 年度-平成 31 年度 





 

 

は じ め に 

 

子どもは次世代を担うかけがえのない存在であり、子ど

もを健やかに育てることは、私たちのつとめです。そのた

めに、子どもや子育てを社会全体で支えていくことが重要

な課題の一つとなっています。 

わが国では人口の減少、少子高齢化による家族形態の変

化、就労の多様化、地域コミュニティ意識の希薄化など、

子ども・子育てを取り巻く環境が大きく変化しており、子

育ての不安、孤立感が高まっています。 

このような状況を踏まえ、国は平成 24 年８月に「子ども・子育て関連三法」を

制定し、法に基づき「子ども・子育て支援新制度」が実施されることになりました。

新制度では幼児期の学校教育・保育、地域の子ども・子育て支援を総合的に推進す

ることとしています。 

本町では平成 17 年３月に「次世代育成支援行動計画書」を策定し、「子どもとと

もに育つまち・粕屋」を基本理念のもと、子育て支援に関する施策を推進してきま

した。 

このたび、これまでの計画を発展的に継承し、平成 27 年度から平成 31 年度まで

の５か年の計画とする「粕屋町子ども・子育て支援事業計画」を策定します。 

本計画では「子どもの笑顔を育むまち・粕屋」を基本理念として、子どもや子育

て支援に関するさまざまな取り組みを推進していきます。 

子どもたちの幸せを第一に考え、子どもの人権を尊重し、一人ひとりが健やかに

育ち、子どもを生み、育てることに喜びを感じることのできる社会を目指し、家庭、

学校、地域、企業そして行政がそれぞれの役割を果たし、連携、協働しながら町民

の皆さまとともにこの計画の推進に努めてまいります。 

町民の皆さまには、この計画の趣旨をご理解いただき、より一層のご協力をお願

い申し上げます。おわりに本計画の策定にあたり、ご尽力いただきました「粕屋町

子ども・子育て会議」委員の皆さまをはじめ、アンケート調査にご協力いただきま

した町民の皆さま、関係各位に心から感謝とお礼を申し上げます。 

 

 

平成 27 年３月 

粕屋町長  因  清 範 
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注）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　資料：厚生労働省「人口動態統計」

１．出生数はその年に生まれた子どもの総数。
２．合計特殊出生率とは15歳～49歳までの女子の年齢別出生率を合計した
     もので、一人の女性が一生の間に生む平均の子どもの数である。
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第１章 計画の策定にあたって 
 

１  計画策定の背景と目的 

（１）少子化の状況 

平成元年に合計特殊出生率(※)が 1.57 を示して以来、わが国の急激な少子化の進行は重要な問

題となりました。平成 17 年には合計特殊出生率が 1.26 と過去最低を記録し、また総人口が初め

て前年を下回るなど、急激な少子化の進行が続いてきました。現在、合計特殊出生率はわずかに

回復し、平成 25 年は 1.43 を示していますが、人口の維持には合計特殊出生率 2.08 が必要とさ

れており、少子化の傾向が依然として続いています。 

少子化の進行は、将来のわが国の社会経済全体に重大な影響を与えることが懸念されています。

同時に、核家族化や地域社会の変容、高齢化の進行など、子どもを取り巻く環境も大きく変化し

ており、男女が安心して子どもを生み、育てることができ、健やかに子どもが育つことのできる

環境の整備が最重要課題となっています。 

 

 

■全国の出生数と合計特殊出生率の推移 
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（２）国の取り組み 

国はこれまで、平成６年の「エンゼルプラン」、平成 11 年の「新エンゼルプラン」、平成 14 年

の「少子化対策プラスワン」など、少子化対策のための施策を進めてきましたが、少子化の傾向

が依然として続いてきました。 

平成 15 年には「次世代育成支援対策推進法」が制定され、地方公共団体及び事業主が行動計

画を策定することを通じて、次世代育成支援対策が推進されてきました。平成 15 年７月には「少

子化社会対策基本法」が制定され、平成 16 年には「少子化社会対策大綱」を閣議決定し、４つ

の重点課題に沿った具体的な計画である「子ども・子育て応援プラン（少子化社会対策大綱に基

づく重点施策の具体的実施計画について）」が策定されました。 

平成 19 年には「子どもと家族を応援する日本」重点戦略が取りまとめられ、「働き方の見直し

による仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現」とその社会的基盤となる「包括

的な次世代育成支援の枠組みの構築」を「車の両輪」として進めていくことが必要不可欠である

とされました。また同年、「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」及び「仕事

と生活の調和推進のための行動指針」が取りまとめられ、社会が目指すべき姿や、企業や国民、

国や地方公共団体の取り組みと数値目標が示されました。平成 20 年には地域や職場での次世代

育成支援対策を推進するために「児童福祉法等の一部を改正する法律」が公布されました。 

平成 22 年には「少子化社会対策大綱」を見直し、今後の子育て支援の方向性を示す総合的な

ビジョンとして、社会全体で子育てを支え、個々人の希望がかなう社会の実現を基本的考え方と

する「子ども・子育てビジョン」が策定されました。 

しかし、その後も少子化の流れは止まらず、一方で都市部を中心に多くの待機児童が生じてい

ることや、仕事と子育てを両立できる環境の整備が十分でないこと、核家族化の進行等により子

育ての孤立化が懸念されること等、様々な課題が存在しています。これらの課題に対応し、市町

村が実施主体となって子どもの年齢や親の就業状況、地域のニーズなどに応じた多様な支援を総

合的に提供することを目指し、平成 24 年８月に「子ども・子育て支援法」、「認定こども園法の

一部改正」、「子ども・子育て支援法及び認定こども園法の一部改正法の施行に伴う関係法律の整

備等に関する法律」（以下、「子ども・子育て関連３法」という）が成立し、平成 27 年 4 月から

本格施行されることとなりました。 

子ども・子育て関連３法に基づく「子ども・子育て支援新制度」では、①質の高い幼児期の学

校教育・保育の総合的な提供、②計画的な保育の量的拡大と確保、③地域の子ども・子育て支援

の充実」を図ることは地方自治体の責務とされ、市町村ごとに「子ども・子育て支援事業計画」

を策定することとされています。 

粕屋町においても、すべての子どもの育ちとすべての子育て家庭を支援し、一人ひとりの子ど

もが健やかに成長できる社会づくりを目指して本計画を策定するものです。 

 

 

（３）粕屋町のこれまでの取り組み 

粕屋町では「次世代育成支援対策推進法」に基づき、「粕屋町次世代育成支援行動計画」を平

成 16 年度に策定し「子どもとともに育つまち粕屋」を基本理念として、子どもを生み育てるこ

とに喜びを感じることのできるまちを目指して、子どもと子育て支援のさまざまな施策の推進に

住民の皆さんと一緒に取り組んできました。 
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平成 17 年には「つどいの広場(※)」を開設し、粕屋わかば保育所での子育て支援や、公立保育

所での園庭開放等とともに、家庭保育者に対しての支援を充実させました。また、平成 19 年か

ら、「子育て応援団」との協働によるファミリー・サポート・センター事業を開始し、新聞等の

発行や、研修等も充実し、核家族や他自治体からの転入者にとって大きな支えになっています。

また、平成 19 年７月には、子育て支援課を設置し、平成 20 年４月には、幼稚園業務（教育委員

会部局）を子育て支援課（町長部局）に移管し、乳幼児から就学前児童までを１つの部局で担当

することで幼保連携を進めました。さらに、平成 20 年には要保護児童対策地域協議会を設置し、

要保護児童の早期発見やその家族への支援など、関係機関と情報を共有し、迅速で適切な支援に

繋がっています。 

平成 20 年に 11 月の第２土曜日を「かすや子どもの日(※)」として制定し、「日々成長する児童

の健全育成のため、子どもが持っている生きる力を、地域で育みましょう。子どもを慈しみ、育

む輪をみんなで広げましょう。」を目的に取り組みを進めてきました。 

学童保育事業としては、保護者が就労している家庭の小学校１年生から３年生までを対象とし、

平日は放課後から 19 時まで、夏休みなどの長期休暇期間には８時から 19 時まで開所して対応し

ています。また、児童の増加から平成 20 年度に仲原小学童保育所、平成 21 年度に粕屋西小学童

保育所、平成 22 年度に大川小学童保育所（大川保育園内）、平成 25 年度に粕屋中央小学童保育

所を建設し、専用の施設にて保育を実施しています。 

母子保健事業としては、妊娠中からの健康づくりとして、母子手帳交付時等に個別相談を行い、

健康状態や家庭環境等の把握に努めています。出産後は、健やかな成長を支援するために、保健

師等が生後４か月までの乳児がいるすべての家庭に対して「全戸訪問」を行い、発育発達の確認

や保健相談を実施してきました。乳児の成長発達の確認、保護者への支援の場として、４か月、

10 か月、１歳６か月、２歳４か月、３歳児を対象とした乳幼児健診を実施し、栄養士との連携に

よる栄養指導も行っています。 

ことばや情緒面等の発達についての相談・療育体制については、１歳６か月児・３歳児健診の

場に臨床心理士を配置し、専門的な相談体制を整備しています。また、健診日だけでなく、月に

14 日間の発達相談日を設け、必要な児に対してできるだけ早く療育につなげられるよう努めてい

ます。町の療育は、発達ルーム「つくしんぼ」(１歳６か月～３歳)、発達ルーム「さくらんぼ」

(３歳～４歳)で集団療育、発達ルーム「こんぺいとう」（年中・年長児）では個別療育を実施し

ています。また、必要に応じて「障がい児通所支援事業」へ繋ぐ等、継続した支援を行っていま

す。 

平成 27 年度から始まる「子ども・子育て支援新制度」では、子育てに対し孤立感や負担感を

持つ家庭の増加、待機児童問題など、子育てをめぐる現状と課題に対して、幼児期の学校教育・

保育の総合的な提供と地域の子ども・子育て支援の取り組みを社会全体で推進することが求めら

れています。粕屋町では、平成 25 年度に、子ども・子育て支援の関係者や子どもの保護者等か

らなる「粕屋町子ども・子育て会議」を設置して、本計画の策定に取り組んできました。 

「粕屋町子ども・子育て支援事業計画」は、平成 27 年度から始まる「子ども・子育て支援新

制度」の実施計画として、質の高い教育・保育事業の提供とともに地域の子どもと子育て家庭の

状況に応じた各種の子育て支援事業に取り組みます。 

  



 

 
4 

２  計画の位置づけ 

本計画は、子ども・子育て支援法第２条及び第 61 条第１項に基づき策定するものです。また、

「子どもとともに育つまち粕屋」を基本理念とする「粕屋町次世代育成支援行動計画」及び「母

子保健計画」を発展的に継承するものです。そして、粕屋町の最上位計画である「粕屋町総合計

画」の部門計画として位置づけられ、「障害者計画・障害者福祉計画」「健康かすや２１」「粕屋

町男女共同参画計画」等の各部門計画と連携し、整合性を図りながら、施策の展開を図るものと

します。 

 

 

３  計画の期間 

本計画の期間は、子ども・子育ての新制度がはじまる平成 27 年度から平成 31 年度までの５年

間とします。 

 

 

 

 

本計画は、平成 27 年度から平成 31 年度までの５年間を計画期間としています。 

 

 

 

 

 

 

４  計画の対象 

本計画は、すべての子どもとその家庭、地域、企業、行政等すべての個人及び団体が対象とな

ります。 

なお、この計画において「子ども」とは、概ね 18 歳未満とします。 
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年度 

年度ごとに実施状況の把握・点検・公表 
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第 ２ 章  

  

粕屋町の子どもと 

子育ての状況 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 





 第 2章 粕屋町の子どもと子育ての状況 

 

 
5 

 

第２章 粕屋町の子どもと子育ての状況 
 

１  人口等の状況 

（１）人口の推移 

国勢調査による粕屋町の総人口は、平成 12 年は 34,811 人でしたが平成 17 年は 37,685 人、平

成 22 年は 41,997 人と大きく増加しています。年齢別の人口構成をみると、０～14 歳の年少人口

や 65 歳以上の老年人口が増加しています。 

粕屋町総合計画による将来人口では、平成 27 年に 45,500 人、平成 31 年には 48,100 人と今後

も増加が見込まれます。年少人口の割合はほぼ横ばいですが、老年人口はやや増加傾向がみられ、

15～64 歳の人口は減少傾向となっています。 

 

■粕屋町の総人口と年齢３区分人口の推移 
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資料：平成22～26年　住民基本台帳（各年4月1日現在）

　　　　平成27～31年　コーホート変化率による推計値
(※)

（国ワークシートに基づき算出）

3,709 3,728 3,873 3,932 3,980 4,021 4,025 3,974 3,939 3,915

2,744 2,874 2,909 2,994 3,153 3,258 3,379 3,537 3,686 3,762

2,233 2,291 2,325 2,378 2,465 2,539 2,654 2,779 2,842 2,922

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

（人）

総人口

12～17歳

6～11歳

0～5歳

推計値実績値

17歳以下の子どもの数の推移をみると、０～５歳では平成 22年は 3,709人、平成 26年は 3,980

人と増加しています。６～11 歳では平成 22 年は 2,744 人、平成 26 年は 3,153 人、12～17 歳で

は平成 22 年は 2,233 人、平成 26 年は 2,465 人といずれも増加しています。今後の推計をみると

６～11 歳、12～17 歳の増加傾向は続くと予測されますが、０～５歳は平成 28 年の 4,025 人をピ

ークに平成 31 年には 3,915 人へと減少することが予測されます。 
 

■子どもの数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）家族形態の変化 

粕屋町の世帯構成比の推移をみると、「夫婦と子どもからなる世帯」の割合が平成２年は 43.2％

でしたが、平成 22 年は 35.1％まで減少し、「その他の親族世帯」も平成２年は 16.0％でしが平

成 22 年には 8.5％へ減少しています。一方、「夫婦のみ世帯」では平成２年は 14.2％でしたが、

平成 22 年は 18.8％、「単独世帯」では平成２年は 18.3％でしたが、平成 22 年は 26.9％といずれ

も増加しており核家族化が進んでいることがうかがえます。ただし、福岡県と比較すると「単独

世帯」の割合は低く、「夫婦と子どもからなる世帯」の割合が高いという特徴がみられます。 
 

■粕屋町の世帯の動向（県比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 資料：国勢調査

18.3 
24.3 

14.2 

16.0 

43.2 
36.6 

8.1 8.0 

16.0 14.9 

0.2 0.2 

0

20

40

60

80

100

粕屋町 福岡県

（％）

平成2年 平成12年 平成17年 平成22年平成7年

21.1 
27.6 

16.2 

17.2 

40.0 
33.5 

8.3 8.2 

13.9 13.1 

0.5 0.3 

粕屋町 福岡県

25.5 
30.2 

17.3 

18.2 

36.6 
30.9 

8.5 8.8 

11.1 11.5 

1.0 0.4 

粕屋町 福岡県

25.5 
31.7 

17.5 

18.6 

35.3 
29.1 

9.0 9.5 

10.2 10.4 

2.4 0.6 

粕屋町 福岡県

26.9 
35.0 

18.8 

18.8 

35.1 
27.0 

9.1 9.6 

8.5 8.7 

1.6 0.9 

粕屋町 福岡県

非親族世帯

その他の親族世帯

母子または父子家庭

夫婦と子どもからなる世帯

夫婦のみ世帯

単独世帯
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　　　  　   資料：平成20～平成25年の全国と福岡県の合計特殊出生率は、厚生労働省「人口動態統計」
　　　　　　　       粕屋町の出生数と合計特殊出生率は、福岡県保健統計年報等より

708 705 
743 756 

693 
734 

2.01 1.95 
2.05 2.10 

1.98 
2.08 

1.37 1.37 
1.44 1.42 1.43 1.45 

1.37 1.37 1.39 1.39 1.41 1.43 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

500

600

700

800

900

1,000

平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年

（合計特殊出生率）
（出生数：人）

粕屋町出生数(人)

粕屋町合計特殊出生率

福岡県合計特殊出生率

全国合計特殊出生率

※「平成20年～平成24年人口動

態保健所・市町村別統計の概

況」（厚生労働省）では、粕屋町

の合計特殊出生率は2.03となっ

ている。

（３）出生数と合計特殊出生率 

粕屋町の出生数は平成 20 年の 708 人から増加傾向を示しており、平成 23 年には 756 人となっ

ています。平成 24 年は 693 人に減少しましたが、平成 25 年は 734 人と増加しました。合計特殊

出生率も平成 20 年の 2.01 から平成 25 年は 2.08 まで上がりました。本町の合計特殊出生率は福

岡県や全国に比べて高い数値で推移しており、我が国の将来の人口の維持に必要な目安とされて

いる 2.08 の水準に達しています。 

 

■粕屋町の出生数と合計特殊出生率（国、県比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）女性の就業率 

女性の年齢別就業状況をみると 20～24 歳では 60.0％が就業していますが、30～34 歳になると

52.4％に減少し、30 歳後半になると 54.9％と上昇、45～49 歳になると 67.1％となっています。

粕屋町の女性の年齢別就業状況は結婚や出産でいったん退職し、子育てが一段落したら就業する

というＭ字型の就業傾向が福岡県よりも顕著になっています。 

 

■女性の年齢別就業状況 

        

15～ 20～ 25～ 30～ 35～ 40～ 45～ 50～ 55～ 60～ 65歳
19歳 24歳 29歳 34歳 39歳 44歳 49歳 54歳 59歳 64歳 以上

資料：H22年国勢調査

12.2

60.0

57.2
52.4 54.9

63.0
67.1

66.3

58.2

41.6

12.812.6

59.1

66.3

60.8 60.6

65.2
68.6

66.3

57.4

42.1

11.5

0

40

80
（％）

粕屋町

福岡県
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２  子どもと子育て支援の状況 

（１）保育所等の状況 

■認可保育所の入所児童数と待機児童数の推移（各年４月）                    （人） 

     平成 21 年 平成 22 年 平成 23 年 平成 24 年 平成 25 年 

定 員 数 725 725 795 815 935  

入所児童数 768 804 857 874 973  

待機児童数 47 117 45 66 58  

 

 

■学童保育利用児童数の推移（各年４月）                                （人） 

  平成 21 年 平成 22 年 平成 23 年 平成 24 年 平成 25 年 

定 員 数  380  420  480  480  520  

利用児童数 378  369  413  414  446  

 

 

■病児・病後児保育事業利用児童数の推移（年間）                     （人、人／年） 

  平成 21 年 平成 22 年 平成 23 年 平成 24 年 平成 25 年 

定 員 数 

（１日あたり） 
3  3  3  3  3  

利用児童数 

（延べ） 
36  201  181  176  200  

 

 

■地域子育て支援拠点施設の利用児童数の推移（年間）                    （人／年） 

  平成 21 年 平成 22 年 平成 23 年 平成 24 年 平成 25 年 

利用児童数 

（延べ） 
7,343 7,597 9,261  11,660  13,200  

 

 

■幼稚園の入所児童数の推移（各年５月）                                （人） 

  平成 21 年 平成 22 年 平成 23 年 平成 24 年 平成 25 年 

入所児童数 

（町立）4・5 歳児 
479  452  467  514  523  

入所児童数 

（私立）3～5 歳児 
233  271  287  306  293  
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■認可保育所一時預かりの利用児童数の推移（年間）                     （人／年） 

  平成 21 年 平成 22 年 平成 23 年 平成 24 年 平成 25 年 

利用児童数 

（延べ） 
568  1,122  1,638  1,573  1,523  

 

 

■乳児家庭全戸訪問の推移（年間）                               （世帯／年） 

  平成 21 年 平成 22 年 平成 23 年 平成 24 年 平成 25 年 

訪問世帯数 544  693  707  672  713  

 

 

■ファミリー・サポート・センターの利用件数の推移（年間）                   （件／年） 

  平成 21 年 平成 22 年 平成 23 年 平成 24 年 平成 25 年 

利 用 件 数 154  197  152  146  230  

 

 

■町内届出保育施設（※）利用児童数の推移（各年 10 月）                       （人） 

  平成 21 年 平成 22 年 平成 23 年 平成 24 年 平成 25 年 

利用児童数 125  139  129  130  152  
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３  子どもと子育て環境の現状と課題 

 （子ども・子育て支援に関するニーズ調査結果より） 

 

（１）母親に求められる育児と仕事の両立 

子どもの保護者の就業状況をみると、就業している母親が乳幼児の保護者では４割台半ば、小

学生の保護者では約６割となっています。小学生の保護者では前回調査から大きな変化はみられ

ませんが、乳幼児の保護者では就業する母親が増加しています。育児休業中を含めてフルタイム

就業の母親が増加しており、特に子どもの年齢が低いほどその割合が多くなっており、出産して

も育児休業を取得して就業を継続する母親が増加しています。また、現在は就業していないが将

来的に就業したいと考えている母親も６割台から７割台で、仕事と子育てとの両立支援へのニー

ズは今後も高まる傾向です。 

 

■保護者の就業状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■現在働いていない母親の就業希望 

 

 

 

 

 

 

 

 

母親が就業している場合でも父親の方が労働時間は長く、子育てへのかかわりは母親が中心と

なる傾向がみられます。また、父親の就労時間が長い人ほど、母親は、父親の子育てが不足して

いると感じています。父親の子育てへのかかわりが母親の子育ての不安感や負担感を軽減するこ

とにつながることから、仕事と家庭生活や個人の生活の調和を図る「ワーク・ライフ・バランス」

の啓発が課題となっています。  

93.6

93.2

18.7

22.1

0.2

0.2

7.8

0.2

1.3

1.1

18.5

36.3

-

-

0.7

0.5

0.8

0.7

48.9

31.6

-

0.1

3.8

7.8

4.2

4.7

1.5

1.5

0% 25% 50% 75% 100%

乳幼児の保護者 (N=1,198)

小学生の保護者 (N=1,134)

乳幼児の保護者 (N=1,225)

小学生の保護者 (N=1,208)

フルタイムで

就労している

フルタイムで

就労している

が、（産休）・

育休・介護

休業中である

フルタイム以外

で就労している

フルタイム以外

で就労している

が、（産休）・

育休・介護休業

中である

以前は就労して

いたが、現在は

就労していない

これまで就労

したことがない

無回答

父

親

母

親

16.6

21.8

51.2

38.7

22.4

24.8

9.8

14.7

0% 25% 50% 75% 100%

乳幼児の保護者 (N=646)

小学生の保護者 (N=476)

子育てや家事

などに専念したい

１年より先、一番下の

子どもが（ ）歳になった

ころに就労したい

すぐにでも、もしくは

１年以内に就労したい

無回答
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■就労時間 

 

≪乳幼児の保護者≫             ≪小学生の保護者≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）ニーズの増加が見込まれる保育サービス 

乳幼児の保護者で平日の定期的な教育・保育事業を利用している人は６割弱で、前回調査より

増加しています。利用している教育・保育事業は「認可保育所」と「幼稚園」が多く、「届出保

育施設（認可外の保育所）」が続いています。「届出保育施設（認可外の保育所）」の利用は子ど

もが「０歳」と「１～２歳」での利用率が高くなっています。育児休業を取得して就業を継続す

る母親は今後増加することが見込まれることから、低年齢の子どもを対象とした保育サービスの

拡充が必要となっています。 

「一時預かり」「幼稚園の預かり保育」「ファミリー・サポート・センター」などの不定期の教

育・保育事業の今後の利用意向は「一時預かり」「幼稚園の預かり保育」で１割前後となってい

ます。 

 
 

■平日の定期的な教育・保育事業の利用（乳幼児の保護者） 
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0.1

0.2
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(%)

父親の就労時間 (N=1,139)

母親の就労時間 (N=561)
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母親の就労時間 (N=714)
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45.5

40.9

54.5
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-
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今回調査 (N=1,232）

前回調査 (N=759）

利用している 利用していない 無回答
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■利用している定期的教育・保育事業      ■利用している不定期の教育・保育事業 

（乳幼児の保護者）                        （乳幼児の保護者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小学生では学童保育の対象年齢である小学校１～３年生で学童保育を利用している人は３割

弱となっており、前回調査より増加しています。今後の利用意向は、小学生全体では３割程度で、

小学校１～３年生では利用したいという回答が５割を超えていますが、小学校４～６年生では

10.3％と少なくなる傾向です。 

 

■学童保育所の利用状況（小学校１～３年生の保護者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

■学童保育所の利用希望（小学生の保護者） 

 

 

 

 

  

42.5

37.3

14.4

2.1

2.1

0.6

0.4

-

4.3

41.7

-

41.7

-

16.7

-

-

-

-

55.3

2.7

32.0

1.3

4.0

0.7

0.7

-

5.3

38.8

47.9

9.0

2.4

1.3

0.6

0.4

-

4.1

0 30 60

認可保育所

幼稚園

認可外の保育所

幼稚園の預かり保育

事業所内保育施設

ファミリー・サポート・センター

家庭的保育

居宅訪問型保育

その他

(%)

全体 (N=699)

０歳 (N=12)

１～２歳 (N=150)

３～５歳 (N=536)

【回答はいくつでも】

一時預かり

幼稚園の預かり保育

ファミリー・サポート・センター

ベビーシッター

その他

利用していない

利用希望はない

5.9

4.6

1.1

0.2

0.4

81.1

12.5

7.5

3.0

0.6

0.5

43.3

0 50 100 (%)

現在の利用

今後の希望

(N=1,232)

【回答はいくつでも】

22.8 75.4 1.8

0% 25% 50% 75% 100%

前回調査 (N=337）

利用している 利用していない 無回答

24.6 3.7 69.3 2.5

0% 25% 50% 75% 100%

今回調査 (N=566）

週4日以上

利用している

週1～3日

利用している

利用していない 無回答

8.9

17.1

1.7

21.6

36.6

8.6

39.2

44.7

34.4

30.4

1.6

55.4

0% 25% 50% 75% 100%

全 体

（N=1,218）

１～３年生

（N=566）

４～６年生

（N=652）

小学校低学年

（１～３年生）まで

小学校高学年

（４～６年生）まで

利用の希望はない 無回答

子
ど
も
の

学
年
別
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子どもを叱りすぎているような気がすること

子どもの友だちづきあい（いじめなどを含む）に関すること

子どもの進学・受験について

子どもの病気や発育・発達に関すること

子どもとの時間を十分にとれないこと

子どもの思春期の教育について

子どもの食事や栄養に関すること

子どもとの接し方に自信が持てないこと

仕事や自分のやりたいことが十分できないこと

自分の体調（身体的、精神的）

子育てに関して配偶者・パートナーの協力が少ないこと

配偶者・パートナー以外に子育てを手伝ってくれる人がいないこと

配偶者・パートナーと子育てに関して意見が合わないこと

子育てのストレスがたまって、子どもに手をあげたり、世話をしなかったりしてしまうこと

子育てについて話し相手や相談相手がいないこと

子どもの非行や暴力など問題行動について

自分の子育てについて、親族・近隣の人・職場などまわりの見る目が気になること

不登校などの問題について

その他

特にない

35.4

28.6

21.8

20.5

19.6

17.3

12.5

11.1

10.8

9.8

5.0

4.7

4.4

2.5

1.5

1.5

1.3

0.9

3.3

9.3

0 20 40 (%)

小学生の保護者 (N=1,218)

【回答は３つまで】

（３）悩みの内容と相談相手 

子育てに関して悩んでいることは、乳幼児の保護者では「子どもの病気や発育・発達に関する

こと」「子どもの食事や栄養に関すること」「子どもを叱りすぎているような気がすること」など

が、小学生の保護者では「子どもを叱りすぎているような気がすること」「子どもの友だちづき

あい（いじめなどを含む）に関すること」「子どもの進学・受験について」などがそれぞれ高く、

子どもが成長するとともに親の悩みも変化しています。 
 

■子育てに関する悩みや気になること 

≪乳幼児の保護者≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪小学生の保護者≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

子どもの病気や発育・発達に関すること

子どもの食事や栄養に関すること

子どもを叱りすぎているような気がすること

子どもの教育に関すること

仕事や自分のやりたいことが十分できないこと

子どもとの時間を十分にとれないこと

子どもの友だちづきあい（いじめなどを含む）に関すること

子どもとの接し方に自信が持てないこと

自分の体調（身体的、精神的）

子育てに関しての配偶者・パートナーの協力が少ないこと

配偶者・パートナー以外に子育てを手伝ってくれる人がいないこと

子どもの育児の方法がよくわからないこと

子育てのストレスがたまって、子どもに手をあげたり、世話をしなかったりしてしまうこと

子育てについて話し相手や相談相手がいないこと

配偶者・パートナーと子育てに関して意見が合わないこと

自分の子育てについて、親族・近隣の人・職場などまわりの見る目が気になること

登園拒否などの問題について

その他

特にない

33.0

30.6

30.3

22.8

19.1

17.7

11.0

9.0

8.9

8.4

8.3

8.0

4.0

3.7

3.2

2.1

0.9

3.2

6.8

0 20 40 (%)

乳幼児の保護者 (N=1,232)

【回答は３つまで】
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悩みの相談相手としては、配偶者や親などの親族、近所の知人・友人、保育所・幼稚園や学校

の先生および保護者仲間、母親が就業している場合には職場の人など、身近な人が主な相談相手

となっており、公的な相談窓口の利用は少なくなっています。しかし、子育てに不安や負担を感

じている人は、「子育ての悩みの相談窓口」の情報を求めており、相談窓口の充実とともに、そ

の周知を図ることが必要です。 

 

■悩みの相談相手 

≪乳幼児の保護者≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪小学生の保護者≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

配偶者・パートナー

その他の親族（親、きょうだいなど）

隣近所の人、地域の知人、友人

学校等の保護者仲間

職場の人

学校等の先生

インターネット 

病院関係（医師・看護師等）

育児サークルの仲間

保健師（健康センター）

子育てアドバイザー（子ども未来課）

その他の役場の関係機関 

粕屋保健福祉事務所

児童相談所

民生・児童委員、主任児童委員

その他

相談相手がいない

相談すべきことはない

76.9

58.0

56.5

28.1

24.7

12.2

3.0

2.4

1.6

0.9

0.4

0.4

0.2

0.2

0.1

1.1

2.1

2.0

0 40 80 (%)

小学生の保護者 (N=1,218)

【回答はいくつでも】

76.9

58.0

56.5

28.1

24.7

12.2

3.0

2.4

1.6

0.9

0.4

0.4

0.2

0.2

0.1

1.1

2.1

2.0

0 40 80 (%)

小学生の保護者 (N=1,218)

【回答はいくつでも】

配偶者・パートナー

その他の親族（親、きょうだいなど）

隣近所の人、地域の知人、友人

保育所、幼稚園の保護者仲間

保育士、幼稚園等の先生

職場の人

インターネット

つどいの広場や子育て支援センター

病院関係（医師・看護師等）

保健師（健康センター）

育児サークルの仲間

その他の役場の関係機関

子育てアドバイザー（子ども未来課）

粕屋保健福祉事務所

民生・児童委員、主任児童委員

児童相談所

その他

相談相手がいない

相談すべきことはない

82.8

75.2

50.1

20.5

20.2

19.1

8.6

6.8

6.0

5.9

3.2

1.3

1.1

0.2

-

-

1.2

1.2

0.4

0 50 100 (%)

乳幼児の保護者 (N=1,232)

【回答はいくつでも】
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（４）子どもの携帯電話の所持とインターネット利用 

小学生の携帯電話やスマートフォン等の所持率は全体では３割ですが、子どもの学年が上がる

につれて所持率が高くなっており、小学校６年生では約４割に上ります。特に、母親が就業して

いる場合やひとり親家庭での所持率が高く、家族間での連絡のために携帯電話等をもたせている

ケースが多いものと考えられます。家庭でのインターネットの利用も、学年が上がるにつれて利

用率が高くなる傾向があり、小学校５年生以上では６割前後がインターネットを利用しています。 

 

■通信端末の所持とインターネットの利用 （小学生の保護者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）父親の育児へのかかわり 

父親の育児参加は、『やっている』とする母親の評価が乳幼児の保護者では 78.8％、小学生の

保護者では 73.5％となっています。 

 

■父親の子育てへのかかわり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

30.0

16.5

23.2

30.5

34.3

32.5

40.3

69.4

83.0

76.8

67.0

64.8

67.5

59.7

0.7

0.5

-

2.5

1.0

-

-

0% 50% 100%

全 体 (N=1,218)

小学校１年生 (N=188)

小学校２年生 (N=181)

小学校３年生 (N=197)

小学校４年生 (N=210)

小学校５年生 (N=231)

小学校６年生 (N=211)

持っている 持っていない 無回答

学
年
別

42.7

23.9

24.9

39.6

40.0

57.6

64.0

56.5

74.5

75.1

57.9

59.0

42.4

36.0

0.8

1.6

-

2.5

1.0

-

-

0% 50% 100%

利用している 利用していない 無回答

携帯電話、スマートフォン等の所持 インターネットの利用 

子ども･子育て支援に関するニーズ調査 

 平成 25 年 11 月 25 日から 12 月 10 日に粕屋町に居住する乳幼児のいる 2,000 世帯および

小学校児童のいる 2,000 世帯を対象に郵送法アンケート調査を実施しました。乳幼児では

1,232 件（回収率 61.6％）、小学校児童は 1,218 件（60.9％）の回答がありました。 

35.3

30.6

43.5

42.9

10.9

12.3

8.9

10.7

1.4

3.5

0% 25% 50% 75% 100%

乳幼児の保護者 (N=1,198)

小学生の保護者 (N=1,134)

十分に

やっている

十分とはいえ

ないが、まあ

やっている

少し

不足している

かなり

不足している

無回答

【73.5】

【78.8】

『やっている』

【72.2】

【77.3】

【前回調査】
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（６）子育て環境への要望 

粕屋町の子育て環境に関して困ることは、乳幼児、小学生の保護者のいずれも歩道や道路の安

全への不満と、犯罪被害への不安が高くなっています。特に、子どもだけで行動することも多く

なる小学生ではこの２項目が高い傾向です。道路環境や街灯の整備等と併せて、子どもたちへの

安全教育や、地域による見守りなど、地域全体の安全への取り組みが必要です。 

 

■子育て環境で困ること 

≪乳幼児の保護者≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪小学生の保護者≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歩道や信号がない通りが多く、安全に心配があること

暗い通りや見通しのきかないところが多く、子どもが犯罪の被害にあわ
ないか心配なこと

歩道の段差などがベビーカーや自転車の通行の妨げになっていること

トイレがオムツ替えや親子での利用に配慮されていないこと

買い物や用事の合間に、子どもを遊ばせる場所がないこと

緑や広い歩道が少ないなど、街並みにゆとりとうるおいがないこと

小さな子どもとの食事に配慮された場所がないこと

交通機関や建物がベビーカーでの移動に配慮されていないこと

授乳する場所や必要な設備がないこと

荷物や子どもに手をとられて困っている時に手を貸してくれる人が少な
いこと

周囲の人が子ども連れを迷惑そうにみること

その他

特に困ること・困ったことはない

34.3 

28.3 

27.8 

20.8 

20.5 

18.3 

17.9 

17.6 

12.1 

4.5 

3.2 

3.8 

9.7 

32.0 

30.7 

36.1 

19.5 

18.2 

18.2 

17.1 

15.3 

12.6 

5.7 

2.5 

1.7 

9.0 

0 20 40 (%)

今回調査 (N=1,232)

前回調査 (N=759)

【回答は３つまで】

通学路が狭い、交通量が多いなど道路環境が悪い

暗い通りや見通しのきかないところが多く、子どもが
犯罪の被害にあわないか心配なこと

公園や緑が少なく、安心して遊べる所が少ない

学校が遠くて通学に不便

近所に子どもが少ない

となり近所とのつきあいがない

昼間にあまり大人がいない

地域に住民が集まるような場所がない

子どもにとって有害なものがあるなどまわりの生活
環境が悪い

その他

68.9 

56.6 

20.9 

13.3 

5.7 

4.9 

4.1 

2.7 

2.6 

8.2 

55.0 

44.2 

22.3 

15.9 

12.6 

7.1 

6.3 

3.2 

4.2 

2.4 

0 40 80 (%)

今回調査 (N=1,218)

前回調査 (N=665)

【回答は３つまで】
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遊び場に関しては、乳幼児、小学生の保護者ともに「雨の日に遊べる場所がない」が最も高く

なっています。次いで「近くに遊び場がない」となっており、身近な遊び場の整備や安全性の確

保等、子育て環境の整備が求められています。 

 

■遊び場について感じていること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（7）行政への要望 

子育て支援策の要望としては、乳幼児の保護者は「保育所や幼稚園など子育てにかかる費用負

担の軽減」「子連れでも出かけやすく、楽しめるイベントの機会」「子どもや親子が安心して集ま

り、遊べる場」が高く、小学生の保護者では「安心して子どもが医療機関にかかれる体制の整備」

とともに「子どもや親子が安心して集まり、遊べる場」が高くなっています。 

■行政への要望 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保育所や幼稚園など子育てにかかる費用負担を軽減してほしい

子連れでも出かけやすく、楽しめるイベントの機会がほしい

子どもや親子が安心して集まり、遊べる場をつくってほしい

誰でも気軽に利用でき、身近な地域で子どもを預かってくれるサービズがほしい

安心して子どもが医療機関にかかれる体制を整備してほしい

残業時間の短縮や休暇の取得促進など、企業に対して職場環境の改善を働きかけてほしい

子育てに困った時に相談したり、情報が得られる場を作ってほしい

子育てについて学べる機会をつくってほしい

子育ての楽しさや大切さを広く世の中に知らせてほしい

多子世帯の優先入居など、住宅面の配慮がほしい

70.7 

53.1 

51.6 

35.6 

35.6 

23.1 

18.3 

17.8 

11.3 

6.7 

34.2 

24.1 

36.0 

19.8 

47.8 

13.2 

11.5 

8.5 

6.0 

4.7 

0 40 80 (%)

【回答はいくつでも】

小学生の保護者 （N=1,218）

乳幼児の保護者 （N=1,232）

雨の日に遊べる場所がない

近くに遊び場がない

遊具などの種類が充実していない

遊び場周辺の道路が危険である

遊具などの設備が古い

緑などの自然が少ない

遊び場に行っても子どもと同じ歳くらいの遊び仲間がいない

いつも閑散としていて寂しい感じがする

不衛生である

思いきり遊ぶために十分な広さがない

遊び場やその周辺の環境が悪くて、安心して遊べない

その他

特に感じることはない

57.5 

27.4 

27.4 

22.0 

9.5 

7.5 

7.1 

6.9 

6.8 

6.6 

5.3 

4.3 

11.0 

58.8 

24.0 

17.2 

23.8 

3.6 

5.3 

4.4 

7.9 

3.2 

20.5 

9.8 

3.6 

12.5 

0 30 60 (%)

乳幼児の保護者 (N=1,232)

小学生の保護者 (N=1,218)

【回答は３つまで】
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４  粕屋町のこれまでの取り組み 

  （次世代育成支援後期行動計画の成果と課題） 

 

（１）次世代育成支援後期行動計画の成果と課題 

計画全体の成果指標である特定事業については、ほぼ目標値を達成しています。また、次世代

育成支援行動計画では、基本目標の各施策について粕屋町独自の成果指標を設定していますが、

その 45 項目についても、概ね達成している状況です。今後も目標値を達成するよう各施策の充

実を図り、毎年、進捗状況を把握して公表するなど、計画の施策・事業の着実な推進に努めてい

きます。 

 

①特定事業の成果指標と達成状況 

 

事業名 
実 績 目 標 

平成 21 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

１ 通常保育事業（認可保育所） 
３歳未満児 312 人/日 

３歳以上児 493 人/日 

３歳未満児 422 人/日 

３歳以上児 614 人/日 

３歳未満児 350 人/日 

３歳以上児 530 人/日 

２ 保育６サービス 

（認可保育＋家庭的保育 

           ＋預かり保育） 

805 人/年 1,557 人/年 1,000 人/年 

４ 延長保育事業 

（18 時～20 時未満） 
8,000 人/年・２か所 15,408 人/年・４か所 11,000 人/年・３か所 

５ 病児・病後児保育事業 

（病後児対応型） 
１か所 240 日/年・１か所 240 日/年・１か所 

６ 一時預かり事業 

９か所 

（保育所型・地域密着型 

 ２か所） 

12 か所 

（保育所型・地域密着型 

 ４か所） 

10 か所 

（保育所型・地域密着型 

 ３か所） 

７ 放課後児童健全育成事業 

（小学校 1 年～３年生対象） 
380 人・11 か所 520 人・13 か所 480 人・12 か所 

８ 地域子育て支援拠点事業 ３か所 ４か所 ４か所 

９ ファミリー・サポート・センター

事業 
１か所 １か所 １か所 
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②個別事業の成果指標と達成状況 

 

基本方針Ⅰ：豊かな心の子どもが育つまち 

１ 子どもの最善の利益を守る 
事業 

番号 
事業名 成果指標 

平成 21 年度 

実績 

平成 25 年度 

実績 

平成 26 年度 

目標値 

1 
青少年育成・人権教育

の啓発 
三本大会開催回数 １回/年 １回/年 １回/年 

2 福祉読本配布 配布回数 １回/年 １回/年 １回/年 

3 
人権を尊重する町民の

つどい 
開催回数 

－ 

(平成 21 年度は中止) 
１回/年 １回/年 

4 
児童への人権教育の推

進 

高学年を対象とした学習会の

開催回数 
１回/年 ５～７回/年 年１回以上 

5 
教職員等への人権研

修の推進 

①町職員への人権研修の 

開催回数 

②教職員への学人研による 

研修の開催回数 

①１回/年 

②１回/年 

①１回/年 

②６回/年 

①１回/年 

②年１回以上 

8 
要保護児童対策地域

協議会 

①代表者会議の開催回数 

②実務者会議の開催回数 

①１回/年 

② － 

①０回/年 

②４回/年 

①１回/年 

②１回/２月 

9 
スクールカウンセラー(※)

の配置 
スクールカウンセラー派遣数 年間 288 時間 年間 280 時間 年間 288 時間 

10 教育相談室の設置 相談員数 ２名 ２名 ２名 

13 
防犯ボランティアの活

動支援 
防犯ボランティアの人数 平成 24 年度 198 人 202 人 増やす 

 

 

２ 子どもの健康・保健事業の充実 

事業 

番号 
事業名 成果指標 

平成 21 年度 

実績 

平成 25 年度 

実績 

平成 26 年度 

目標値 

16 乳幼児健診 受診率 

4 か月児：96.8% 

10 か月児：98.0% 

1 歳 6 か月児：95.1% 

2 歳児：84.8% 

3 歳児：93.8% 

4 か月児：98.2% 

10 か月児：97.8% 

1 歳 6 か月児：96.5% 

2 歳児：91.4% 

3 歳児：96.7% 

全健診 100％ 

17 育児相談 赤ちゃん相談の日数 年 12 日 年 12 日 年 12 日 

19 発達相談 
①発達相談の日数 

②言語相談者数 

①10 日/月 

②41 人/年 

①12 日/月 

②81 人/年 

①継続実施 

②継続実施 

24 
集団療育（発達ルーム

つくしんぼ・さくらんぼ） 

①つくしんぼクラブ開催回数 

②さくらんぼクラブ開催回数 

①39 回/年 

②96 回/年 

①77 回/年 

②84 回/年 

①39 回/年 

②96 回/年 
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３ 豊かな心と創造性を育む教育の推進 

事業 

番号 
事業名 成果指標 

平成 21 年度 

実績 

平成 25 年度 

実績 

平成 26 年度 

目標値 

30 
特別支援学級・通級指

導教室 
通級指導教室教諭の配置人数 ４人 

小学校４人 

中学校１人 
４人 

31 適切な進路指導 就学指導委員会開催回数 年４回 年５回 年４回 

34 
障がい児放課後等対

策事業 

障がい児放課後等対策事業 

利用人数 
年間延べ 1,400 人 年間延べ 2,000 人 年間延べ 1,600 人 

35 
知的障がい児親子バ

スハイク 
バスハイク参加者数 51 人 119 人 増やす 

36 さた・すて さたすて開催回数及び参加者数 
年 10 回開催 

延べ 340 人 
平成 23 年度に廃止 

年 10 回開催 

延べ 340 人 

39 図書館資料の充実 児童書の貸出冊数 130,805 冊 151,057 冊 
貸出冊数 

150,000 冊 

40 
定期的なおはなし会の

実施 

赤ちゃん向け・小さい子向け・

大きい子向け・小学生向けお

はなし会の実施 

おはなし会実施回数 

107 回 

参加人数 3,500 人 

おはなし会実施回数 

159 回 

参加人数  4,517 人 

おはなし会実施回数 

107 回 

参加人数 増やす 

41 ブックスタート事業 配布率 99.7％ 98.8％ 100％ 

42 
文化芸術の鑑賞機会

の提供 

①幼稚園・保育所での観劇会 

②絵本原画展の開催 

③サンレイク子ども向け自主 

事業の開催 

①１回/年 

②１回/年 

③インフルエンザ 

により中止 

①１回/年 

②１回/年 

③１回/年 

①１回/年 

②１回/年 

③１回/年 

43 子ども読書の推進 
親子で参加できるイベント、講

演会等参加人数 
年間延べ 7,086 人 年間延べ 7,539 人 年間延べ 8,000 人 

 

 

４ 子どもの遊び場・交流機会の充実 

事業 

番号 
事業名 成果指標 

平成 21 年度 

実績 

平成 25 年度 

実績 

平成 26 年度 

目標値 

45 
子どもが自然環境と触

れ合う機会の提供 
放流会でのほたる放流幼虫数 1,000 匹 1,000 匹 1,500 匹 

47 こどもエコクラブ事業 子どもエコクラブの設置数 未実施 未実施 小学校４校 

52 歴史教室 

各種教室の参加人数 

（勾玉づくり教室・ひな人形づく

り教室等） 

年間延べ 50 人 年間延べ 77 人 年間延べ 80 人 

53 
子どもボランティア体験

学習 

開催回数 

参加者数 

年１回 

18 人 

年１回 

28 人 

年１回 

増やす 

54 中学生体験学習 参加者数 21 名 50 名 増やす 

56 地域人材の派遣 派遣人数 273 名 194 名 増やす 

57 社会体育行事 

各種スポーツ大会・教室の参

加人数（小学生ソフト、小学生

女子フットベース大会等） 

年間延べ 4,000 人 年間延べ 2,343 人 増やす 



 第 2章 粕屋町の子どもと子育ての状況 

 

 
21 

基本方針Ⅱ：安心して楽しく子育てができるまち 

１ 安心して出産・子育てできる環境の整備 

事業 

番号 
事業名 成果指標 

平成 21 年度 

実績 

平成 25 年度 

実績 

平成 26 年度 

目標値 

63 両親学級 
①平日パパとママのたまご学級 

②日曜パパとママのたまご学級 

①24 回/年 

② 3 回/年 

（１回はインフルエ

ンザにより中止） 

①廃止 

②３回/年 

① ― 

②３回/年 

69 ひとり親世帯バスハイク 参加者数 36 名 29 名 増やす 

 

２ 子育てに関する相談・情報提供体制の強化 

事業 

番号 
事業名 成果指標 

平成 21 年度 

実績 

平成 25 年度 

実績 

平成 26 年度 

目標値 

74 子育てタウンページ 発行部数 1,000 部 
平成 24 年度 

2,000 部発行 
1,500 部 

75 かすやキッズネット発行 発行部数 12,000 部 27,852 部 増やす 

 

３ 子育てについての学習と交流の充実 

事業 

番号 
事業名 成果指標 

平成 21 年度 

実績 

平成 25 年度 

実績 

平成 26 年度 

目標値 

77 各種育児教室 
①赤ちゃん体操教室 

②離乳食教室 

－ 

－ 

①12 回/年 

② 6 回/年 

①12 回/年 

② 6 回/年 

78 つどいの広場事業 利用者の組数 2,450 組/年 4,727 組/年 3,600 組/年 

79 親子サロン 開設数 ６か所 ７か所 ８か所 

83 ハッピーエンジェルの会 開催数 1 回/年 ３回/年 1 回/年 

85 
子育て世代が参加しや

すい講座等の開催 

①託児付の講演会・講座の 

開催 

②子育てや子どもに関する 

講座メニューの充実 

①託児付の絵本講座 

１回/年 

講演会３回/年 

②小・中学校の保護

者及び児童対象の

出前講座 

４回/年 

①託児付の絵本講座 

６回/年 

講演会１回/年 

②実施なし 

継続実施 

 

４ 男性の子育て参加の促進 

事業 

番号 
事業名 成果指標 

平成 21 年度 

実績 

平成 25 年度 

実績 

平成 26 年度 

目標値 

63 
両親学級 

（再掲） 

①平日パパとママのたまご学級 

②日曜パパとママのたまご学級 

①24 回/年 

② 3 回/年 

（１回はインフルエ

ンザにより中止） 

①廃止 

②３回/年 

① ― 

②３回/年 
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基本方針Ⅲ：子どもを見守り、育むまち 

１ 子どもと子育てにやさしいまちづくり 

事業 

番号 
事業名 成果指標 

平成 21 年度 

実績 

平成 25 年度 

実績 

平成 26 年度 

目標値 

109 
交通安全に対する意

識の高揚 

交通安全教室、自転車教室の

開催、交通安全の啓発 

①幼稚園、保育所、 

小学校１年生に 

交通安全教室 

実施 

②小学校４年生に 

自転車教室を実施 

(町内全園､全小学校) 

①幼稚園、保育所、 

小学校１年生に 

交通安全教室 

実施 

②小学校４年生に 

自転車教室を 

実施 

継続実施 

 

２ 地域における交流・ネットワークづくりの促進 

事業 

番号 
事業名 成果指標 

平成 21 年度 

実績 

平成 25 年度 

実績 

平成 26 年度 

目標値 

118 子ども育成会支援 ジュニアリーダーの人数 35 名 48 名 50 名 

121 学生ボランティアの育成  学生ボランティアの人数 53 名 66 名 増やす 

122 
各種青少年関係団体 

支援 

①青少年問題協議会・青少年 

育成町民の会合同会議の 

開催回数 

②青少年指導委員研修会の 

開催回数 

①１回/年 

②２～３回/年 

①２回/年 

②１回/年 

①１回/年 

②２～３回/年 

 

３ 子育てについての意識啓発・住民参加の推進 

事業 

番号 
事業名 成果指標 

平成 21 年度 

実績 

平成 25 年度 

実績 

平成 26 年度 

目標値 

126 児童福祉月間ポスター 掲示数 
町内掲示板 

60 か所 

町内掲示版 

継続実施 
継続実施 
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第３章 計画の基本的考え方 
 

１  計画の基本理念 

  

子ども・子育て支援法では、父母など保護者が子育てについて第一義的責任をもつことを基本

的認識としながら、「子どもの最善の利益」が実現される社会を目指すことを基本的考え方とし

ています。子どもの視点に立ち、子ども自身がそれぞれの可能性を十分に伸ばして成長していく

ことが重要です。 

本計画においても、「全ての子どもと家庭への支援を通して、子ども一人ひとりが健やかに育

ち、子どもを生み、育てることに喜びを感じることのできる社会」を目指すべき社会の姿としま

す。家庭では安心して子育てができ、地域では次の世代を育み慈しむことができるようにという

願いが、人間らしさあふれる住環境・社会環境の実現にとって不可欠であることを認識し、行政

と住民が一体となって、「子どもの笑顔を育むまち・粕屋」を推進する実践的計画とすることを

目指し、計画の基本理念を定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

  

子どもの笑顔を育むまち・粕屋 
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２  計画の基本的視点 

  １．子どもの視点                      

本計画を推進するに当たっては、「児童の権利に関する条約」の理念を踏まえ、施策の主な対

象である子どもの幸せを第一に考え、子ども一人ひとりの権利が十分に尊重されるよう配慮し、

子どもの最大の利益が実現される社会を目指します。 

 

  ２．すべての子どもと家庭を支える視点      

本計画は、家族の状況等の事情により社会的な支援の必要性が高い子どもやその家族を含め、

すべての子どもや子育て家庭を対象とするものです。子どもや子育て中の保護者に対し、身近な

地域において、必要とされる支援を可能な限り講じることで、一人ひとりの子どもの健やかな育

ちを等しく保障することを目指します。 

 

  ３．社会全体で子どもと子育てを支援する視点  

子どもは、社会の希望であり、未来をつくる力となる存在です。子どもの健やかな育ちと子育

てを支えることは、社会全体で取り組むべき最重要課題の一つです。子育て家庭だけではなく、

社会のあらゆる分野における人々が、子どもと子育てに対する関心や理解を深め、地域や社会が

子どもや保護者によりそうことで、すべての子どもが健やかに成長できる社会を目指します。 
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３  計画の基本方針 

基本理念の実現に向けて、以下の基本方針を掲げて取り組むものとします。 

 

Ⅰ 心豊かな子どもが育つまち                           

子どもは、本来一人ひとりが様々な可能性や力を持っています。周囲の大人や社会には、子ど

もがのびのびと育つ環境を作り、子どもが自ら育つ力を伸ばしていく責務があります。また、子

ども・子育て支援を進めるにあたっては、子どもの幸せを第一に考え、子どもの最善の利益が尊

重されるよう配慮されなければなりません。子どもの権利についての啓発を進めるとともに、子

どもの健康と福祉が守られるよう、施策の充実を図ります。また、子どもが交流の機会や生活体

験・自然体験の機会を豊富にもてるような取り組みを推進します。 

 

Ⅱ 安心して楽しく子育てができるまち           

子どもの育ちを支え、子どもの最善の利益を守るためには、子育ての当事者である家庭や保護

者が安心して子育てができることが重要です。子育てをしている人や、これから子育てをしたい

と思っている人が、精神的、身体的にゆとりをもち、安心して出産や子育てをすることができる

よう支援します。子育てに関する相談や学習機会を充実するとともに、子育てと仕事やその他の

活動との両立支援を推進します。 

 

Ⅲ 子どもを見守り、育むまち               

子どもの健やかな育ちと子育て家庭を支えることは、未来への投資であり、地域や企業等、社

会全体で取り組んでいくことが重要です。子どもと地域との交流や、企業等への啓発を推進し、

子どもと子育てを地域や社会全体で見守り育てるという意識を醸成することで、子どもと子育て

にやさしいまちづくりを進めます。また、子どもが地域において安心して暮らし、活動すること

ができるよう、公園や遊び場、道路等の整備に努めます。 
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第４章 施策の展開 
 

１  計画の体系 
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２  計画の推進に向けた重点的施策 

本計画を推進するにあたり、粕屋町子ども・子育て会議において「次世代育成支援行動計画」におけ

る各施策の推進状況の点検・評価とともに粕屋町の特徴や課題、今後の重要な施策について議論をかさ

ねました。これらの粕屋町子ども・子育て会議での議論の内容を踏まえて、各目標ごとに次の３つの施

策の方向を特に重点的に取り組むべき施策として位置づけ、着実に推進していきます。 

 

（１）子どもの居場所と子育て支援の拠点づくり 

粕屋町では、平成 27 年度に（仮称）こども館を整備し、平成 28 年度の開館を計画しています。

（仮称）こども館は、子どもの遊び場としての機能だけではなく、中高生も含めた子どもや保護者

が気軽に立ち寄ることができ、息抜きや交流、相談ができる場所として、整備を進める予定です。

運営にあたっても、町民の意見を広く反映させるよう努め、町民との協働による粕屋町の新たな子

育て支援の拠点として、より一層の支援の充実を図ります。 

 

【該当事業】※Ｐ30以降の具体的施策の展開を参照 

89 （仮称）こども館整備事業 

90 地域公民館等の活用 

91 公園の整備 

92 開発や区画整理事業による公園等の確保 

 

 

（２）障がいのある子どもの療育支援と教育の推進 

本計画では、すべての子どもと子育て家庭を支援の対象としており、障がいや発達の遅れの有無

にかかわらず、子どもが地域においてのびのびと成長でき、またその保護者が安心して子育てでき

るまちづくりを目指しています。しかるに、子どもの発達に不安がある保護者は、情報や支援の不

足から、より不安や負担感を感じている場合があります。粕屋町においてはこれまでも相談・療育

支援に力を入れてきましたが、支援を必要とする子どもや家庭が増加していることに鑑み、より一

層の充実を図り、早期の発見と適切な支援を推進します。 

 

【該当事業】 
16 保育所、幼稚園への障がい児の受け入れ体制の整備 

19 発達障がい児等に関する連携支援 

21 発達相談（運動発達相談、発達相談、言語相談） 

30 特別支援学級・通級指導教室 

31 適切な進路指導・相談支援 

32 障がい児教育の充実 

33 障がい児放課後等対策事業 
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（３）教育・保育および地域の交流・ネットワークづくり 

子どもの育ちや安全を見守るにあたっては、家庭や保育所、幼稚園、学校、地域等が、それぞれ

連携しながら行うことが必要です。町内の保育所、幼稚園、学校において、子どもや職員が交流を

深めることは、小学校入学等の環境の変化への子どもや保護者の不安を軽減するとともに、職員間

の情報交換にもつながります。また、子どもや保護者が地域の人々と世代を超えて交流する機会を

もつことで、地域で子どもを見守るという意識が高まると考えられます。保育所、幼稚園、学校、

そして地域との交流・ネットワークづくりを推進し、地域全体で子ども・子育てを支えるという気

運の醸成を図ります。 

 

 

【該当事業】 

80  教育・保育の質の向上 

81  保育所、幼稚園の交流 

82  保育所、幼稚園と小学校の連携 

103 子育て応援団委託事業 

104 子育て支援ボランティアの養成 

109 地域との連携による子育て支援 
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３  具体的施策の展開 

基本方針Ⅰ 心豊かな子どもが育つまち 

 

  施策の方向性１ 子どもの最善の利益を守る                    
 

日本も批准している国連の「子どもの権利条約」には、子どもの基本的人権の尊重について、「生き

る権利」「育つ権利」「守られる権利」「参加する権利」という４つの権利を定め、「子どもの最善の利益」

を確保することが大人の責務として定められています。平成 24 年に制定された子ども・子育て支援法

においても、国が定める基本指針では「子どもの最善の利益」が実現される社会を目指すとの考えを基

本としています。しかし、現状では、いじめや児童虐待など、子どもの人権が侵害される事態が近年増

加しています。一人ひとりの子どもが、安心して心身ともに健やかに成長できるよう、虐待の防止、早

期発見と対応、被害を受けた子どもへの支援について社会全体で推進することが重要です。 

ニーズ調査によると、保護者の悩みとして、「子どもを叱りすぎているような気がすること」が乳幼

児の保護者では 30.3％で第３位、小学生の保護者では 35.4％で第１位となっており、特に小学校入学

前後の子どもの保護者では４割を超えて高くなっています。子どもへの接し方、叱り方に悩んでいる保

護者が多く、児童虐待という深刻な事態に進展することのないように適切な支援が求められます。また、

小学生の保護者の悩みとして「子どもの友だちづきあい（いじめなどを含む）に関すること」が約３割

に上っています。 

保護者と地域の人々、そして子どもたち自身が、子どもの権利についての認識を深めるための啓発を

進めていきます。また、子どもたち自身や教職員が子どもの権利について正しい理解を深めるよう人権

教育を充実します。また、いじめや児童虐待などの問題については、子育てアドバイザーやスクールカ

ウンセラー等による相談を充実し、また関係機関の連携を強化し、早期発見による事態の深刻化の防止

や適切な支援体制の充実を図ります。 

 

（１）子どもの権利に関する啓発 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

1 
青少年育成・人権教

育の啓発 

「青少年育成町民の会」「人権教育啓発強調月間」「社会を明るくす

る運動月間」を合わせた三本大会を通じて、子どもの人権を尊重す

ることの大切さに関する認識を深めるための啓発を進めます。ま

た、子どもの権利に関する情報について、町広報への掲載や人権

啓発冊子「わかくさ」の全戸配布などを通じ、周知に努めます。 

社会教育課 

2 
人権を尊重する町

民のつどい 

人権教育について、「人権を尊重する町民のつどい」などにより、町

民に対する啓発活動を推進し、町民の人権意識の高揚を図りま

す。 

社会教育課 

3 福祉読本配布 

町内全小学校５年生に福祉読本を配布し、児童の頃から思いやり

の心を育てます。また各学校から感想文を募集し社協だよりに掲載

していきます。 

社会福祉協議

会（介護福祉

課） 
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（２）人権教育の推進 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

4 
児童への人権教育

の推進 

保育所、幼稚園では、日々の教育・保育における人との関わりのな

かで、一人ひとりの大切さや自分を大切にすることを教えます。ま

た、小学校では、人権教育副読本「かがやき」「あおぞら」を活用し

ながら、人権教育を計画的に推進します。 

子ども未来課 

学校教育課 

5 
教職員等への人権

研修の推進 

保育所、幼稚園、学校の教職員や町職員等に対して、広く人権に

ついての研修を実施します。今後も内容の充実に努めて参加を促

進していきます。 

子ども未来課 

学校教育課 

社会教育課 

総務課 

 

 

（３）児童虐待の早期発見、虐待防止への支援体制 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

6 

保健師、子育てアド

バイザーによる相談

の充実 

保健師・子育てアドバイザーによる子育てに関する相談とともに要

支援家庭への訪問指導・相談や虐待通報への適切な対応等機能

の充実を図ります。 

健康づくり課 

子ども未来課 

7 相談機関の周知 

役場窓口でのパンフレットの配布や、ホームページ、広報、暮らしの

便利帳等を通して虐待や養育困難に関する相談機関の周知を徹

底します。 

子ども未来課 

8 
関係機関の連携強

化 

要保護児童の早期発見と早期対応を図るために、役場関係部署、

学校関係者、警察、児童相談所等の関係機関による要保護児童対

策地域協議会の実務者会議を定期的に開催し、連携強化を図りま

す。 

子ども未来課 

 

 

（４）適応に不安のある子どもへの支援 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

9 

スクールカウンセラ

ー、スクールソーシ

ャルワーカー(※)によ

る相談機能の充実 

中学校にスクールカウンセラーを配置し、生徒や保護者の内面的

な相談への対応と支援を行っています。今後は、小学校へも１名配

置し、支援体制の充実を図ります。また、スクールソーシャルワーカ

ーを小・中学校へ配置し、環境改善を図り、就学へと繋いでいきま

す。 

学校教育課 

10 
教育相談室による

相談機能の充実 

教育相談室に相談員を２名配置し、不登校児の居場所づくりとあわ

せて、保護者等の教育に関する相談事業を推進します。 
学校教育課 
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  施策の方向性２ 子どもの健康・保健事業の充実                  
 

子どもの健康づくりは、生涯にわたり健康な生活を送るための基盤として子ども自身にとっても保護

者にとっても重要です。心身ともに健やかに成長するために、出産期から乳幼児期、就学後に至るまで

継続的な関わりが求められます。障がいや発達に遅れがみられる子どもに対しても、乳幼児の段階から

一人ひとりの状況やニーズに応じた一貫した支援の提供が必要とされています。 

ニーズ調査では、乳幼児の保護者の悩みとして、「子どもの病気や発育・発達に関すること」や「子

どもの食事や栄養に関すること」が上位にあげられていました。また、乳幼児健診に対しては約７割が

満足しており、「安心して受けることができた」「保健師・助産師の話が参考になった」など肯定的な評

価も多い一方、「待ち時間が長かった」が５割を超えるなど、改善の余地を残しています。また、子ど

もの発達に関する相談や療育については、近年の人口の増加にともない対象児童の数も年々増える傾向

にあり、今後さらなるニーズの増大が見込まれます。 

本町では、子どもの発達や健康についての相談を年齢や状況に応じてきめ細かく対応できるよう、出

生後には家庭訪問の実施や乳幼児健診の場をはじめ多様な相談窓口を設置して体制を整えています。今

後も、乳幼児健診を受診しやすくなるよう努めるなど、子どもの健康を確保するための取り組みを充実

していきます。また、「健康かすや 21」に基づき、食育を含めて子どもと保護者の学習機会を提供する

等、親子の健康づくりを推進します。 

発達に遅れがみられる子どもについては、相談支援体制を充実し、早期の発見と発達段階に応じた支

援に努めます。また、必要に応じて保育所、幼稚園、学校等との連携を図り、子どもの人権、プライバ

シーに配慮しながら円滑に支援ができる体制の整備を進めます。 

 

（１）子どもの健康づくり支援   

No. 事業名 事業の概要 担当課 

11 乳幼児健診 

乳幼児の心身の発達発育の確認のために４か月児、10 か月児、１

歳６か月児、３歳児を対象に健康診査を実施します。また、子育て

に関する情報提供及び保護者の育児不安の軽減を図るため個別

相談を行います。また、２歳児においては歯科健診を実施します。 

健康づくり課 

12 育児相談 
育児不安の軽減のため、保健師、助産師による赤ちゃん相談の定

期的な実施や電話相談「赤ちゃんラブコール」などを実施します。 
健康づくり課 

13 
新生児、乳児訪問

（全戸訪問） 

乳児の発育・発達確認、母親の健康状態の確認、育児相談の場と

して、保健師等による４か月までの乳児のいるすべての家庭を対象

とした訪問を実施します。 

健康づくり課 

14 
乳幼児医療体制の

整備 

周辺市町村や医師会と連携して、乳幼児医療体制の充実に努めま

す。 
健康づくり課 

15 食育の推進 

「健康かすや 21」に基づき、両親学級や親子サロン、子ども会育成

会での出前講座、マタニティ栄養教室、離乳食教室などを通じ、減

塩・栄養改善の普及・啓発とともに親子の健康づくりを進めます。 

健康づくり課 
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（２）障がいのある子どもの療育支援 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

16 

保育所、幼稚園へ

の障がい児の受け

入れ体制の整備 

保育所と幼稚園において障がいのある子どもを受け入れていま

す。受け入れにあたっては職員の加配を行っており、今後も継続し

ていきます。 

子ども未来課 

17 
幼児の個別療育支

援 

発達に遅れや偏りのある幼児に対して発達ルーム「こんぺいとう」

での早期療育による発達支援及び保護者への理解促進を図りま

す。 

健康づくり課 

18 
幼児の集団療育支

援 

発育・発達に不安のある幼児とその保護者に対する集団療育の場

として、社会福祉法人に委託し、発達ルーム「つくしんぼ」・「さくらん

ぼ」において子どもの年齢に応じた取り組みを進めます。 

健康づくり課 

19 
発達障がい児等に

関する連携支援 

一人ひとりの子どもに途切れのない適切な支援ができるよう、健康

センター、保育所、幼稚園、学校（通常学級・特別支援学級・通級指

導教室）等の連携を強化し、子どもの人権、プライバシーに配慮し

ながら円滑に連絡ができる体制の整備を進めます。 

子ども未来課 

学校教育課 

健康づくり課 

20 
障がい児等発達支

援 

障がいの多様化や軽度発達障がいの子どもの増加を踏まえた対

応のため、ＮＰＯ法人に委託し、障がい児や保護者、指導者の相

談、支援、療育や研修会を行います。発達障がいのある子どもを育

ててきた保護者に、子どもを育ててきた経験や知識、地域の情報を

生かして、同じような子どもを育てている保護者の相談役や地域機

関との連携役となれるような体制づくりを支援します。 

介護福祉課 

21 

発達相談(運動発達

相談、 発達相談、

言語相談) 

乳幼児の運動面や言語面など、発達に関する相談や発達状況の

確認等について、理学療法士、臨床心理士、言語聴覚士等の専門

職による相談事業を実施します。早期からの専門的な相談や発達

評価を取り入れ、適切な発達支援に繋げていきます。 

健康づくり課 

22 年長児相談会 

年長児（５歳児）への発達スクリーニング検査及び三者面談（保護

者、担任、担当者）を実施し、子どもの発達特性の理解、二次障害

の予防に努めます。また、相談会のフォローの場として、保護者向

けの研修会を開催します。 

健康づくり課 
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  施策の方向性３ 豊かな心を育む教育の推進                   

子どもたちが個性豊かに社会性や道徳性、生活力を育んでいくためには、就学前から、小学校、中学

校まで発達段階に応じた多様な学習機会の提供が必要です。豊かな感性の育成に向けては、幼少期から

芸術鑑賞や読書にふれる機会が十分に提供されることが望まれます。思春期前後の子どもに対しては、

性感染症や望まない妊娠、飲酒や喫煙、薬物乱用など、身体的・精神的健康を脅かす問題について、正

しい知識を身につけるための教育も求められています。また、障がいのある子どもとその保護者に対し

て、子どもの健全な心身の成長、社会的自立を促していくために、子どもの発達に応じた切れ目のない

総合的な支援が求められます。 

ニーズ調査では、「粕屋町図書館のおはなし会」が認知度、利用経験、今後の利用意向ともに高くな

っており、子育て家庭からのニーズの高さがうかがえます。 

また、小学生の保護者の悩みとして「子どもの思春期の教育」が２割弱に上っており、学校における

思春期教育は小学生からの充実が必要です。また、小学校６年生の携帯電話やスマートフォンの所持率

は約４割、小学校４～６年生のインターネットの利用も５割超に上り、子どものメディア利用状況が急

速に変化するなか、適切な情報の提供が求められています。 

本町では、文化や芸術についての情操教育について、就学前から多様な機会を提供するための様々な

取り組みを行っています。今後も、これらのサービスの一層の充実を図っていきます。また、小・中学

校での性教育や健康教育に計画的に取り組み、子どもの健やかな発達を支援します。 

障がいのある子どもに対しては、個別の状況に合わせた最善の教育を目指して各種機関の連携のもと

多面的に支援しています。また、「障がい児放課後等対策事業」などを実施し、保護者の就業との両立

支援や介護負担の軽減に努めます。また、障がいのある子どもと他の子どもたちがともに安心して教育

を受けることができるよう、教職員の専門性の向上を図ります。 

さらに、様々な体験教育や異年齢・異世代交流の機会を設け、子どもたちの主体的な学びと活動を推

進します。 

 

（１）文化、芸術にふれる機会の拡充 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

23 

年齢に応じた本に

親しむ取り組みの推

進 

赤ちゃん向けから小学生向けまで成長に合わせたおはなし会を実

施し、幼児期から本に親しむ環境づくりを進めます。また、読み聞か

せボランティア団体の育成と活動を支援します。 

社会教育課 

24 

ブックスタート事業・

ブックスタートフォロ

ーアップ事業 

10 か月児健診時に絵本とブックスタートパックを渡し、ボランティア

による読み聞かせを行います。また、ブックスタートフォローアップ

事業として、３歳児健診時に引換券を渡し、後日、図書館でおはな

し会を行い、３歳児に適した絵本を配布します。 

社会教育課 

子ども未来課 

25 

保育所、幼稚園に

おける文化芸術の

鑑賞機会の提供 

保育園児、幼稚園児を対象とした鑑賞会や観劇会を通じて、乳幼

児期から文化、芸術に親しめるよう努めます。 
子ども未来課 

26 
子どもの読書の推

進 

子ども読書の日、図書館まつり、「子どもと読書」講演会などの各種

イベントを行い、子どもの図書館利用の促進を図ります。 
社会教育課 

27 

子どもが参加する生

涯学習センター自主

事業の推進 

子ども向け講座やコンサート等へ子ども自身が参加する自主事業

の開催を通じ、生涯学習に対する意識の向上に努めます。今後は

企画や運営について検討し内容の充実に努めます。 

社会教育課 
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（２）思春期教育の推進 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

28 性といのちの教育 

性を正しく理解し、心身のバランスある発達を促すとともに、思いや

りの心を育むための教育を行います。県の事業と連携して、保護者

とともに学ぶ機会や専門的な外部講師の招へい等充実していきま

す。 

学校教育課 

29 

喫煙、薬物乱用、メ

ディア等についての

正しい知識の教育 

思春期における健やかな心身の発達のため、児童・生徒が喫煙、

飲酒、薬物乱用等について正しい知識をもてるよう、授業のなか

で、あるいは親子で学ぶ機会を提供していきます。また、メディアが

児童・生徒に及ぼす影響も大きいことから、メディアに対する正しい

見方の教育を提供していきます。 

学校教育課 

 

 

（３）障がいのある子どもの教育の推進 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

30 
特別支援学級・通級

指導教室 

各学校の特別支援学級において、療育、支援が必要な児童・生徒

に対する適切な教育を行います。また、小・中学校の通常学級に在

籍していることばと聞こえに障がいがある児童・生徒に対して、障が

いの程度に応じた特別の指導を通級指導教室で行います。 

学校教育課 

31 
適切な進路指導・相

談支援 

障がいの状況にあわせ、特別支援学校を含め、その子にあった就

学先を保護者に紹介します。また、障がいのある子どもの就業支援

や生活支援について、保護者への情報提供や関係機関と連携して

相談への対応を図ります。 

学校教育課 

介護福祉課 

32 
障がい児教育の充

実 

障がい児教育に従事する職員の専門性の向上を図るとともに、障

がいの有無にかかわらず、子ども同士が互いに理解し合い、認め

合うことができるような教育の充実に努めます。また、障がい児の

受け入れにあたっては、子どもが利用しやすい教育施設の整備に

努め、学級支援員や学校サポーターの充実を図ります。就学前や

小・中学校の保護者に対し、特別支援教育の目標や内容、教育支

援計画について説明し、家庭との連携を推進します。 

学校教育課 

33 
障がい児放課後等

対策事業 

小・中学校の児童・生徒で、学童保育に該当しない障がい児をその

家族の就業支援や一時的休息(レスパイト）のために、放課後や長

期休暇中に福祉センターで一時預かりを行います。 

介護福祉課 

（社会福祉協

議会） 

34 

知的障がい者（児）・

発達障がい者（児）

親子バスハイク 

障がいのある子どもの保護者の心身のリフレッシュとお互いの情報

交換・交流の促進を図るため、親子参加のバスハイクを行います。 

社会福祉協議

会（介護福祉

課） 
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（４）子どもの交流・学習機会の充実 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

35 

中学生の保育所、

幼稚園での職場体

験 

中学生を保育所、幼稚園での職場体験の一環として受け入れ、乳

幼児との触れ合いとともに子育てを体験し学習する機会を提供しま

す。 

子ども未来課 

36 歴史教育の推進 

古代人の知恵や創造性を体験活動や、学校・地域の公民館への派

遣事業を通じて、子どもが地域の歴史を身近に感じ意欲を持てるよ

う、学習機会を提供していきます。 

社会教育課 

37 
子どもボランティア

体験教室 

小学生を中心に体験を通じて、福祉についての理解を深めることを

目的に体験教室を行います。 

社会福祉協議

会（介護福祉

課） 

38 
中学生ボランティア

体験教室 

中学生を中心に体験を通じて、福祉についての理解を深めることを

目的に体験教室を行います。また、高校生、大学生を中心とした学

生ボランティアの活用を図ります。 

社会福祉協議

会（介護福祉

課） 

39 総合学習支援 
小・中学校で行われる、福祉体験学習への支援を行います。また各

小・中学校へ福祉教育のための助成を行います。 

社会福祉協議

会（介護福祉

課） 

40 地域人材の派遣 

子どもたちに遊びや野外活動などを教えてくれる地域の人材を発

掘・活用し、そのなかで異年齢・異世代交流を進めます。また、人材

のリストを更新するとともに、さらなる人材の確保に向けて事業の周

知に努めます。 

社会教育課 

41 社会体育行事 

小学生ソフトボール大会や各種ジュニア大会、総合体育館における

スポーツ活動など、スポーツ振興および健康づくりのため、子ども

が参加できるスポーツ環境づくりに努めます。今後は大会運営のあ

り方や競技種目の検討を行い、内容の充実を図ります。 

社会教育課 

42 ときめき体験事業 

親元を離れて団体行動を行う研修等を通じて青少年相互の連携を

深めるとともに、団体生活での規律、社会参加の意義などを学ぶ機

会を提供します。参加者がスタッフとして参加する等、青少年相互

の交流も図っています。 

社会教育課 

43 地域通学合宿 

団体生活を経験させることにより子どもたちの自主性・協調性･忍耐

力を養うため、各分館単位での通学合宿を実施します。分館の事

業が多く通学合宿を実施するに至らない分館が多いため、事業の

集約を図り実施分館の増加を図ります。 

社会教育課 
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基本方針Ⅱ 安心して楽しく子育てができるまち 

 

  施策の方向性１ 安心して出産・子育てできる環境の整備             

 

安心して子どもを生み育てられるまちづくりを進めるためには、妊娠期から出産期、新生児期及び乳

幼児期からの母子の健康づくりの取り組みが非常に重要です。母親が安心して出産し、子どもが健やか

に成長していくためには、子どもの年齢や家庭の状況により、必要とされる支援が異なることから、そ

れぞれのニーズにあった支援の提供が求められます。また、父親が子育てに積極的に参加することは、

母親の不安感・負担感の軽減につながるため、妊娠期から父親の関わりを促すことが必要です。 

ニーズ調査では、乳幼児の保護者の子育ての悩みや気になることの内容として「子どもの病気や発

育・発達に関すること」「子どもの食事や栄養に関すること」が高くなっており、０歳児の保護者では

４割を超えています。子育てについて得たい情報としても、「子どもの発育や病気について」「子どもの

食事や栄養について」が特に０歳児の保護者で高くなっており、周産期からの情報提供により、育児不

安の低減を図ることが求められます。また、ニーズ調査では、乳幼児の保護者の 3.3％、小学生の保護

者の約 7.7％がひとり親家庭となっており、ひとり親家庭への就業や経済面に関する情報提供や支援が

必要です。 

本町では、妊娠中の母子の健康管理のために妊婦健診の公費補助や、妊婦への電話確認と必要な家庭

へは個別訪問等を行い、助言や指導等を行っています。今後は、これらの健診、訪問事業の周知と内容

の充実を図ります。両親学級への父親の参加者が増えつつあり、今後も内容の充実を図るとともに、日

曜日の開催など父親が積極的に参加できるよう引き続き取り組みます。 

子育てにともなう経済的負担を軽減するため、児童手当等の経済的支援制度の周知を図ります。ひと

り親家庭に対しては、ひとり親家庭相談事業や母子寡婦福祉資金貸付金などの支援制度について周知に

努めます。 

 

（１）安心して出産・子育てできる支援の充実 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

44 妊婦健康診査   
安全で健やかな妊娠・出産を支援し、母親の健康の保持増進を図

るため、妊婦健診費用について公費補助を行います。 
健康づくり課 

45 母子健康手帳交付 
母子健康手帳交付時に保健師による保健相談や保健指導を行い

ます。また、栄養や喫煙についても情報提供します。 
健康づくり課 

46 両親学級 

妊娠、出産、育児等の正しい知識の普及、妊婦の交流、父親の子

育て参加の意識啓発を目的として、両親学級を日曜日に実施しま

す。 

健康づくり課 

47 養育支援訪問事業 

養育支援が必要な家庭に、子育てアドバイザー、保健師等が訪問

し相談、指導、助言を行います。またヘルパー等による育児・家事

を援助する事業について検討します。 

子ども未来課 

健康づくり課 
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（２）子育てに伴う経済的負担の軽減 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

48 
経済的支援制度の

周知 

広報等を通じて、児童手当やひとり親家庭、障がいのある児童がい

る家庭の支援等の経済的支援制度の周知に努め、子育て家庭の

経済的負担の軽減を図ります。 

総合窓口課 

介護福祉課 

49 
乳幼児・子ども医療

費助成 

子育て世代の経済的負担軽減及び乳幼児等の疾病の早期発見や

治療を図るため乳幼児・子ども医療費の助成を行い、経済的支援

をします。また、県等の制度については窓口での周知を図ります。 

総合窓口課 

50 
未熟児養育医療費

助成 

入院を必要とする未熟児に対し、その養育に必要な医療費の給付

を行います。 
健康づくり課 

 

 

（３）ひとり親家庭への支援 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

51 
ひとり親家庭支援事

業の周知 

ひとり親家庭相談事業や母子寡婦福祉資金貸付金などの支援制

度について周知に努めます。 

介護福祉課 

総合窓口課 

52 
就業支援に関する

情報提供 

母子家庭の自立支援のため、福岡県母子家庭等就業支援センタ

ーなどの情報提供に努めます。 
子ども未来課 

53 
ひとり親家庭バスハ

イク 

ひとり親家庭が気軽に参加でき、交流ができる体験型のバスハイク

を行います。 

社会福祉協議

会（介護福祉

課） 

47 
養育支援訪問事業 

（再掲） 

養育支援が必要な家庭に、子育てアドバイザー、保健師等が訪問

し相談、指導、助言を行います。またヘルパー等による育児・家事

を援助する事業について検討します。 

子ども未来課 

健康づくり課 
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  施策の方向性２ 子育てに関する相談・情報提供体制の強化             

近年、核家族化の進行や社会経済情勢の変化にともなうライフスタイルの多様化等により、子育てに

関する悩みや求められる情報も多様化しています。また、地域の地縁的なつながりの希薄化により、日々

の子育てに対する助言、支援や協力を得ることが困難な状況となっており、子育て家庭の孤立化や地域

の子育て支援機能の低下が懸念されています。子育て中の保護者が悩みや不安を解消して、ゆとりをも

って子育てができるよう相談や情報提供の体制づくりが重要となっています。 

ニーズ調査によると、子育ての悩みや不安の相談先として、多くの人が配偶者やパートナー、親など

の親族、近所の友人をあげていますが、乳幼児の保護者で居住年数の短い人ではインターネットの割合

がやや高く、身近な相談相手が限られている様子がうかがえます。また、小学生の保護者では育児の不

安を感じている人で「相談相手がいない」が高くなっており、また身近な人を相談相手としている割合

も不安を感じていない人に比べて低く、育児の孤立化が懸念されます。 

子育てに関する情報の入手先としては、親族や近所の友人が主要な情報源となっている一方、乳幼児

の保護者、小学生の保護者ともに「インターネット」の利用が平成 21 年調査より増加しており、イン

ターネットを通じた情報提供の充実が今後必要とされています。 

本町では、糟屋地区１市７町での電話相談事業や、保健師・子育てアドバイザーやスクールカウンセ

ラー等による相談支援を行っており、これらの事業のさらなる充実を図ります。また、町内の子育てに

関する施策や支援策等の情報を集約して一覧できる子育て情報紙を作成する等、情報内容の充実に努め

るとともに、多様な媒体での情報提供を行い情報の周知を図ります。 

 

（１）子育てに対する相談体制の充実 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

54 
かすや地区女性ホ

ットライン 

夫やパートナーからの暴力、職場でのセクシュアルハラスメント（※）

などの悩みや困りごとについて、電話による相談事業を行います。 
介護福祉課 

6 

保健師、子育てアド

バイザーによる相談

の充実 (再掲) 

保健師・子育てアドバイザーによる子育てに関する相談とともに、

要支援家庭への訪問指導・相談や虐待通報への適切な対応等機

能の充実を図ります。 

健康づくり課 

子ども未来課 

9 

スクールカウンセラ

ー、スクールソーシ

ャルワーカーによる

相談機能の充実 

（再掲） 

中学校にスクールカウンセラーを配置し、生徒や保護者の内面的

な相談への対応と支援を行っています。今後は、小学校へも１名配

置し、支援体制の充実を図ります。また、スクールソーシャルワーカ

ーを小・中学校へ配置し、環境改善を図り、就学へと繋いでいきま

す。 

学校教育課 

10 

教育相談室による

相談機能の充実 

(再掲) 

教育相談室に相談員を２名配置し、不登校児の居場所づくりとあわ

せて、保護者等の教育に関する相談事業を推進します。 
学校教育課 

11 
乳幼児健診 

（再掲） 

乳幼児の心身の発達発育の確認のために４か月児、10 か月児、１

歳６か月児、３歳児を対象に健康診査を実施します。また、子育て

に関する情報提供及び保護者の育児不安の軽減を図るため個別

相談を行います。また、２歳児においては歯科健診を実施します。 

健康づくり課 
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No. 事業名 事業の概要 担当課 

12 
育児相談 

（再掲） 

育児不安の軽減のため、保健師、助産師による赤ちゃん相談の定

期的な実施や電話相談「赤ちゃんラブコール」などを実施します。 
健康づくり課 

13 

新生児、乳児訪問

（全戸訪問） 

（再掲） 

乳幼児の発育・発達確認、母親の健康状態の確認、育児相談の場

として、保健師等による４か月までの乳児のいるすべての家庭を対

象とした訪問を実施します。 

健康づくり課 

 

 

（２）子どもと子育てに関する情報提供の充実 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

55 
子育て支援に関す

る情報提供 

子どもと子育て支援に関する情報を集約し、ホームページ・広報

紙・チラシ等様々な広報媒体による情報提供に努めます。 
子ども未来課 

56 
子育てタウンページ

の作成 

初めて親になる人や、転入してきた人のための「子育てタウンペー

ジ」（遊び場、公園、保育所、幼稚園、病院など）の作成など、総合

的な粕屋町の子育て施策を一覧できる子育て情報紙を作成しま

す。 

子ども未来課 

57 
かすやキッズネット

発行 

カレンダー方式による子育てに関する情報紙を毎月発行し、健康セ

ンターをはじめとする町内の様々な施設で配布します。また社協の

ホームページに掲載します。 

社会福祉協議

会（介護福祉

課） 
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  施策の方向性３ 子育てについての学習と交流の充実               

子ども同士の交流は、子どもが社会性を身につけるために大変重要です。また、同じ年頃の子どもや

似たような境遇をもつ保護者同士が身近な地域で交流し悩みを分かち合うことは、子育てにおける悩み

や不安の軽減のためにも重要となっています。 

ニーズ調査によると、「つどいの広場」「親子オープンルーム」「親子サロン」などへの乳幼児の保護

者の利用経験は３割前後となっていますが、これらの事業の今後の利用意向はいずれも５割を超えて高

くなっています。また、「子育て応援団」への参加についても、「ぜひ参加してみたい」とする割合はそ

れほど高くないものの、「内容がわかれば参加してみたい」が４割近くに上っており、子育てに関する  

交流や活動の機会を求めている保護者は多いと思われます。 

本町では、親子の交流の場の提供や、保護者が子育てについて学習するための様々な事業を実施して

いますが、今後もこれらの事業をより一層充実して、必要とする人に確実に情報が届くよう情報の提供

方法についても工夫していきます。育児サークル等の自主的な活動に対しては、育児サークルへの補助

等の支援など、必要としている人が参加しやすい環境づくりを進めます。平成 28 年度に開館を計画し

ている（仮称）こども館において、子育てに関する講座等を開催し、保護者への学習と交流の機会の提

供に努めます。また、粕屋町で実施する講座や研修等においては託児の実施に配慮し、子育て中の保護

者の積極的な参加を促すよう努めます。 
 

（１）親同士の交流機会の拡大を図る 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

58 
地域子育て支援拠

点事業の展開 

保育所や平成 28 年度に開館を計画している（仮称）こども館におい

て、親子の交流、遊び、相談の場や機会を提供します。また、子育

てに関する情報を発信します。 

子ども未来課 

59 
親子の交流の場の

提供 

親子がともに自由に交流できる「親子オープンルーム」を平成 28 年

度に開館を計画している(仮称)こども館において「子育て支援ルー

ム」として実施していきます。 

健康づくり課 

子ども未来課 

60 育児教室の実施 

母親の育児不安軽減と子どもの発育と発達の両面からの育児教室

として、運動面や離乳食の指導を取り入れた「赤ちゃん体操教室」

や「離乳食教室」等を開催します。 

健康づくり課 

61 親子サロンの充実 

子育て応援団が中心となり、母親同士の交流のために、地域の公

民館など身近なところで気軽に行ける親子サロンを開設していま

す。今後は開設場所の拡充を図ります。 

子ども未来課 

62 園庭の開放 
地域の子育ての拠点となるよう、保育所、幼稚園の園庭を地域に

開放します。 
子ども未来課 

63 

障がいのある親子

の交流の場の提供

(地域活動支援セン

ター事業) 

地域活動支援センターにおいて障がい者(児)やその家族などが気

軽に過ごしたり、情報交換、相談、活動などをする場として「このゆ

びとまれ」を実施していきます。 

介護福祉課 

64 子育て応援サロン 

発達障がい児（未就学児）の療育（作業療法士と臨床心理士が毎

月交代）と親の交流を目的に大学生ボランティアの協力を得てサロ

ンを実施します。 

社会福祉協議

会（介護福祉

課） 

65 親子教室 

公民館で開催している親子サロンに講師を派遣し、児童体操教室

や親子ふれあい教室、母親リフレッシュ教室を行い、親子の交流づ

くりの充実を図ります。 

社会福祉協議

会（介護福祉

課） 
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（２）育児サークル活動の支援 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

66 
育児サークル等活

動支援 

子育て中の母親の育児不安解消と情報交換、仲間づくりを目指し

た自主的な育児サークル活動や親子サロンを実施しているグルー

プへの活動支援として補助を行います。 

子ども未来課 

67 
ハッピーエンジェル

の会 

多胎児・未熟児の保護者を対象として、保護者同士の交流、親子

遊び、育児相談等を行います。今後は、託児等の検討を行い、利

用者が参加しやすい工夫に努めます。 

健康づくり課 

68 

粕屋町知的障がい

者 (児 )親の会の活

動支援 

障がい者(児)親の会の運営を支援します。また、親の会の周知を図

り、障がい者（児）を持つ親同士の連携、情報交換、交流の場を提

供します。 

介護福祉課 

 

 

（３）子育て等に関する学習機会の充実 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

69 
子育てに関する講

座・教室等の開催 

平成 28 年度に開館を計画している（仮称）こども館において、親子

遊び、昔遊び教室や子育てに関する講座等を開催し、親の育児力

を高める取り組みを進めます。 

子ども未来課 

70 
講座・研修会での託

児の実施 

粕屋町で実施する講座や研修等において、子育て世代が参加しや

すいよう託児の実施に努めます。 

子ども未来課 

健康づくり課 

社会教育課 

協働のまちづ

くり課 

介護福祉課 
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  施策の方向性４ 子育てと仕事や他の活動との両立支援                     

人口構造の変化とともに経済状況や企業経営を取り巻く環境が依然として厳しいなか、共働き家庭は

増加し続けています。また、就業の継続を希望しながらも仕事と子育ての両立が困難であることから出

産を機に退職している女性も少なからず存在しています。男女がともに安心して仕事と家庭を両立でき

る環境を整備することは、ますます重要な課題となっています｡また、国においても仕事と生活の調和

を図る「ワーク・ライフ・バランス」が重要な課題とされており、家庭の状況や子どもの成長段階に応

じて働き方を選択できる環境づくりが求められています。 

ニーズ調査では、現在就業している母親は乳幼児の母親で４割台半ば、小学生の母親では約６割とな

っており、子どもの年齢が上がると就業する母親が増加するとともに、平成 21 年調査より乳幼児の母

親の就業率が上昇しています。現在職業を持っていない母親でも、その大半がいずれ就業したいと考え

ており、今後も保育ニーズは高まると見込まれます。また、病児・病後児保育や平日以外の保育サービ

ス、高学年までの学童保育の利用などへのニーズも高く、多様な保育サービスの拡充が求められています。 

保育所や幼稚園、学校は、子どもが生活において多くの時間を過ごす場であることから、施設の整備

や保育士、教諭の質の向上も不可欠です。 

本町では、通常保育に加え、延長保育、一時保育、篠栗町・久山町と３町合同での病児保育等を行っ

ており、今後はこれらのサービスの充実と質の向上に努めます。一方で、子どもの成長においては家庭

で過ごす時間を十分に確保することが望ましいことから、町内の事業所に対して次世代育成支援関連の

法制度の周知やワーク・ライフ・バランスに関する啓発を進めていきます。 

 

（１）保育所・幼稚園等におけるサービスの充実 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

71 通常保育 
保護者の就労状況等に応じ、保育所や認定こども園 (※)で子どもを

預かる保育支援を行います。 
子ども未来課 

72 延長保育 
保育所等を利用している子どもを対象に、保護者の就労等の理由

で通常の保育時間を延長して預かる延長保育を実施します。 
子ども未来課 

73 一時保育 
私立保育所において、保護者の緊急時やリフレッシュ、パート就労

等で一時的に保育が必要な子どもの一時保育を実施します。 
子ども未来課 

74 病児保育 

病気の治療中や回復期にあるために、保育所・学童保育で預かる

ことができない子どものために病児保育を実施します。粕屋町・篠

栗町・久山町の３町合同で、粕屋町の小児科医院に委託しており、

今後も継続していきます。 

子ども未来課 

75 保育所広域入所 

保護者が遠隔地へ勤務しているため町内保育所に通うことができ

ない世帯について、保育を必要とする子どもへの保育を実施しま

す。 

子ども未来課 

76 
届出保育施設運営

費補助 

子育てに伴う経済的負担の軽減につながるよう、届出保育施設に

対して、在園児に応じた公的補助を実施します。 
子ども未来課 

77 町立幼稚園運営 

学校教育法に基づき、幼児期にふさわしい生活を展開するなかで

様々な体験を通して子どもの心身の発達を促します。また、預かり

保育を実施します。今後はさらなる教育の質の向上に努めます。 
子ども未来課 

78 
ファミリー・サポート・

センター事業 

子育ての手助けをしてほしい人（お願い会員）・子育ての手伝いをし

たい人（まかせて会員）が会員として登録し、育児の相互援助を行

うための連絡、調整を行います。今後は、平成 28 年度設立予定の

（仮称）こども館に事務局を移設し、活動の拡大に努めます。 

子ども未来課 
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（２）教育・保育施設の充実 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

79 
教育・保育施設の設

備の整備 

教育・保育施設の建物や設備については、平成 27 年度に策定予

定の町の公共施設等総合計画に沿って、また、今後の待機児童の

動向を把握して、建替え、民営化、改修等を検討して、整備を進め

ていきます。 

子ども未来課 

 

 

（３）保育所・幼稚園・小学校の連携による教育・保育の質の向上 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

80 
教育・保育の質の向

上 

保育士、教諭の適切な人員の確保と保育所、幼稚園、小学校との

連携を図り、共同で研修を行うなど、教育・保育の質の向上に努め

ます。 

子ども未来課 

81 
保育所、幼稚園の

交流 

交通安全教室の共同開催や職員の人事交流の実施など、町立保

育所と町立幼稚園の園児の交流、職員の交流を図ります。 
子ども未来課 

82 
保育所、幼稚園と小

学校の連携  

学校や幼稚園での人権教育研究会での情報交換や、小学校の研

究発表会に保育士や幼稚園教諭が参加し、指導内容や指導方法

を共に学びあう機会を増やす等充実して、保育所、幼稚園と小学校

との緊密な連携を図ります。 

子ども未来課 

学校教育課 

 

 

（４）学童保育における保育サービスの拡充 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

83 学童保育の充実 
保護者が就業等により昼間家庭にいない小学生を対象に、全小学

校において、専用施設を活用し実施します。 
学校教育課 

33 
障がい児放課後等

対策事業（再掲） 

小・中学校の児童・生徒で、学童保育に該当しない障がい児をその

家族の就業支援や一時的休息(レスパイト）のために、放課後や長

期休暇中に福祉センターで一時預かりを行います。 

介護福祉課 

（社会福祉協

議会） 

 

 

（５）保護者の働きやすい環境の整備・充実 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

84 

仕事と生活の調和

（ワーク・ライフ・バラ

ンス）の意識啓発 

町役場が率先し、取り組みの模範となるよう「特定事業主行動計

画」を策定し、子育て中の保護者の仕事と家庭、個人の生活の調

和を図るワーク・ライフ・バランスについて推進します。また事業所

に対してチラシの配布などを通して法や制度の周知に努めます。 

総務課 

地域振興課 

（商工会） 

85 
子育て応援宣言企

業登録の促進 

粕屋町入札参加資格審査申請において、子育て応援宣言企業に

対する加点の導入を検討します。また、町内の登録事業所につい

ては、県ホームページで紹介していきます。 

総務課 
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  施策の方向性５ 男性の子育ての促進                    
 

父親が子育てに関わることは、母親の子育ての不安を軽減するだけでなく、男性自身の人間的成長に

もつながります。男女がともに子育てに参画して、子育ての喜びと責任を共有できるような環境づくり

が重要です。 

ニーズ調査では、子育ての悩みの相談相手として｢配偶者・パートナー｣という回答が最も多く、また、

父親の子育てを「十分にやっている」と「十分とはいえないが、まあやっている」を合わせた評価は、

乳幼児の保護者、小学生の保護者ともに７割台に上り、父親が子育てに関わっていることがうかがえま

す。一方、父親の子育て参加が「少し不足している」と「かなり不足している」を合わせた『不足して

いる』と回答した母親で子育ての不安や負担を感じる割合が高くなっています。 

本町では、妊娠期における両親学級を男性も参加しやすい日曜日に実施しており、今後もこの取り組

みを継続します。また、町民に対して男女共同参画に関する意識啓発を進め、父親が子育てに積極的に

関わる意識の醸成に努めるとともに、学校における男女共同参画教育を推進します。 

 

（１）父親の子育てに関する学習や交流の機会の拡充 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

46 
両親学級 

（再掲） 

妊娠、出産、育児等の正しい知識の普及、妊婦の交流、父親の子

育てへの意識啓発を目的として、両親学級を日曜日に実施します。 
健康づくり課 

86 
父親の子育ての促

進 

保育所、幼稚園、小学校で美化作業やバザー、餅つき等の活動を

行っている「おやじの会」による父親の子育てと保護者同士の交流

を促進します。 

子ども未来課 

 

 

（２）男女共同参画の視点による意識改革 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

87 
男女共同参画に関

する意識啓発 

男女がともに家事・育児を行うという男女の「性別役割分担意識」に

とらわれない意識を醸成していくために、広報や講座の開催などあ

らゆる機会を通じて意識啓発に努めます。 

協働のまちづ

くり課 

88 

学校における男女

共同参画に関する

教育 

学校での男女共同参画についての教育を充実し、子どもの頃から

男女の固定的な役割分担意識にとらわれない意識の醸成に努め

ます。 

学校教育課 
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基本方針Ⅲ 子どもを見守り、育むまち 

 

  施策の方向性１ 子どもと子育てに安心なまちづくり              
 

子どもが安心してのびのびと遊べ、また安心して子ども連れで外出ができる環境を整えることは、

子育てしやすいまちづくりの重要な課題です。身近で安全な公園の整備や、子どもやベビーカーを押

した保護者が安心して通行できる道路環境への整備が求められます。明るく見通しのよい道路環境は、

子どもや保護者が様々な活動に参加しやすくなるだけでなく、防犯にもつながります。 

ニーズ調査によると、子どもの遊び場について感じていることとして、「雨の日に遊べる場所がない」

が乳幼児、小学生の保護者ともに最も多く、次に「近くに遊び場がない」となっています。また、乳

幼児の保護者では子どもとの外出で困ることとして、「歩道や信号がない通りが多く、安全に心配があ

ること」「暗い通りや見通しのきかないところが多く、子どもが犯罪の被害にあわないか心配なこと」

「歩道の段差などがベビーカーや自転車の通行の妨げになっていること」を、それぞれ３割前後の人

があげています。小学生の保護者では子育て環境で不満なこと、困ることとして、「通学路が狭い、交

通量が多いなど道路環境が悪い」「暗い通りや見通しのきかないところが多く、子どもが犯罪の被害に

あわないか心配なこと」が特に多くなっています。 

本町では、平成 28 年度に子どもの遊び場と子育て支援の拠点としての機能をもった（仮称）こども

館を開館する計画です。また、公園や遊具の安全性の確保に努めるとともに、地域の公民館を保護者

の交流の場や子どもの遊び場として活用の促進を図ります。また、通学路を重点整備区域とし、安全

対策に努めるとともに、交通マナー向上の啓発や地域での防犯活動への支援を行います。また、公園

や公共施設のバリアフリー化に配慮し、子どもと子育てに安心なまちづくりに努めます。 

 

（１）公園・遊び場の整備 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

89 
（仮称）こども館整

備事業 

子どもの遊び場とともに親子の交流、相談、情報発信等子どもと

子育て支援の拠点として（仮称）こども館を平成 27 年度に整備し、

平成 28 年度の開館を目指します。こども館の建設と運営において

は住民と協働して行い、住民の意見を取り入れた、地域に親しみ

やすく、親子に利用しやすい施設を目指します。 

子ども未来課 

90 
地域公民館等の活

用 

親子で気軽に集える親子サロンの開催や、子どもの遊び場として

の活用を、地域の公民館等に働きかけます。 

子ども未来課 

社会教育課 

91 公園の整備 

今後の公園のあり方について、公園・遊具を利用している地区内

住民等の声を聴きながら、今後の公園の整備や公園の遊具等の

安全性の確保に努めます。 

都市計画課 

92 

開発や区画整理事

業による公園等の

確保 

開発や区画整理事業に際し、地域住民等の憩いの場となり、子ど

もたちの安全な遊び場となる公園・緑地について、確保・整備の指

導を行います。 

都市計画課 
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（２）事故や犯罪から子どもの安全を守る環境づくり 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

93 
関係機関の連携に

よる情報共有 

保育所、幼稚園、学校、学童保育所など関係機関の連携体制を

整備し、不審者情報等の情報の共有を図り、子どもの安全確保に

努めます。 

子ども未来課 

学校教育課 

94 
防犯活動に関する

環境の整備 

登下校時の子どもの安全確保のため、防犯ブザーの全児童配布

や、自主防犯パトロール車（青パト）による巡回を行うとともに、自

主的な巡回や子どもの見守り活動に対し支援を行います。また、

防犯灯のＬＥＤ化の推進と適正な維持管理に努めます。 

協働のまちづ

くり課 

95 

子ども 110 番の家、

粕屋町まちの駅活

動の促進 

子どもたちを犯罪から守り、安全を確保する「子ども 110 番の家」

や交流・トイレ・休憩機能がある「まちの駅」を通して、子どもや高

齢者にやさしいセーフティステーションの活動を進め、事故や犯罪

から子どもの安全を守る環境づくりに努めます。 

地域振興課 

（商工会） 

社会教育課 

96 交通安全施設整備 
学校、ＰＴＡ、行政区等の要望等に対し、随時対応していきます。

また、通学路を重点整備区域とし、安全対策に努めていきます。 

道路環境整

備課 

97 
交通安全に対する

意識の高揚 

子どもの安全で快適な日常生活を確保するため、交通安全教室、

自転車教室等を開催し、交通安全に対する意識の高揚や交通マ

ナーの向上を図ります。また、子どもを交通事故から守るため、保

護者や地域の街頭立番協力者に交通安全誘導マニュアル（はた

ふり誘導ハンドブック）を配布し、交通安全活動を進めます。 

協働のまちづ

くり課 

98 

子どもと子育て家庭

に配慮した公共施

設の整備 

多目的トイレの設置、バリアフリーの整備等の公園整備を段階的

に検討していきます。また、子どもや子ども連れの保護者等の歩き

やすい安全な歩道や道路の整備を関係課、関係機関との調整を

図りながら必要に応じて検討します。 

都市計画課 

道路環境整

備課 
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  施策の方向性２ 地域における交流・ネットワークづくりの促進          
 

子育ての基本は家庭にありますが、保護者だけですべてを行えるものではなく、地域や社会で子育

てを支えることが必要です。また、子どもが社会性や豊かな感性を身につけるためには、多様な遊び

や多くの人との交流が必要です。しかしながら、核家族化や少子化、人の移動の増大などの社会環境

の変化により、子どもが人々と交流する機会が少なくなっています。保護者にとっても、気軽に子育

ての悩みを相談したり、子育てについて学びあったりする地域の人間関係は大切であり、身近な場で

ある地域でのつながりを促進する必要があります。 

ニーズ調査によると、乳幼児の保護者の８割以上が粕屋町に今後も住み続けたいと回答しています

が、他に移りたいという保護者の２割強が、その理由として「親戚・知人・友人がいない」をあげて

います。 

本町では、町内で実施される祭りやイベントへの支援を行い、子どもたちの積極的な参加を促して

いますが、今後もこれらの支援を継続し、地域の交流を促進します。地域の公民館やイベントを活用

して世代間交流を図り、子ども会活動への援助などネットワークづくりを強化します。また、住民と

行政が協働して子育て支援を行っている子育て応援団の活動への支援を継続するとともに、活動内容

の充実を図ります。さらに、平成 28 年に開館を計画している（仮称）こども館において子育て支援に

関わるボランティア養成の講座を開催するなど、地域で子育てを支える人材の育成に努めます。 

 

（１）地域における相互交流・世代間交流の促進 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

90 
地域公民館等の活

用（再掲） 

親子で気軽に集える親子サロンの開催や、子どもの遊び場として

の活用を、地域の公民館に働きかけます。 

子ども未来課 

社会教育課 

99 

子 どもが 参 加する

祭りやイベントの支

援 

町内の幼稚園、小学校などの子どもが参加する祭りやイベントに

対し、活動を支援します。 

協働のまちづ

くり課 

100 

かすや子どもの日(※ )

わっしょいフェスタ

の開催 

“大人も子どもも元気になろう”をスローガンに、サンレイクかすや

で行政・保育所・幼稚園・子育て応援団等のボランティアが一体と

なり、手作りの子どもまつりを開催し、健全な子ども育成を推進し

ます。 

子ども未来課 

101 
幼稚 園 発 表会（ 招

待） 

世代間交流を目的として、幼稚園において毎年 12 月に地域の高

齢者を招き、発表会を行います。 

社 会 福 祉 協

議会（介護福

祉課） 

子ども未来課 
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（２）子どもに関する諸団体のネットワークづくり 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

102 
子ども会育成会支

援 

子ども会及び子ども会育成会が地域の子どもを取り巻くネットワー

クの核となるよう活動の活性化を支援します。また、ジュニアリー

ダー育成に係るスタッフの研修等を行い、支援内容の充実を図り

ます。 

社会教育課 

103 
子育て応援団委託

事業 

住民と行政が協働して子育て支援を行う「子育て応援団」の活動

を支援します。活動内容の見直しを行い、さらに活動を充実してい

きます。 

子ども未来課 

 

 

（３）子育て支援ボランティアの養成 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

104 
子育て支援ボランテ

ィアの養成 

平成 28 年度に開館を計画している（仮称）こども館において、子育

て支援ボランティア養成のための講座等を開催します。また、ボラ

ンティア同士の交流や情報の共有を図ります。 

子ども未来課 

105 
学生ボランティアの

育成 

「子育て応援サロン」や「中学生ボランティア体験教室」、「子どもボ

ランティア体験教室」などでの支援活動を通し、高校生、大学生を

中心とした学生ボランティアの育成を行います。 

社 会 福 祉 協

議会（介護福

祉課） 
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  施策の方向性３ 子育てについての意識啓発・住民参加の推進            
 

子どもはこれからの社会を担う存在であり、未来をつくる力です。子どもの育ちと子育てを地域や

社会全体で見守り育むことが重要です。子ども・子育て支援法に基づく基本指針においても、父母そ

の他の保護者が子育てについて責任を有していることを前提としつつ、全ての子どもの健やかな成長

を実現するという社会全体の目的を共有し、子どもの育ち及び子育て支援の重要性に対する関心と理

解を深め、各々の役割を果たすことが必要だとされています。 

本町では、「かすや子どもの日」を制定して各種団体や行政が連携して、子育てに関する啓発行事を

開催しています。また、住民と行政が協働して子育て支援を行う「子育て応援団」が結成され、様々

な活動を実施しています。 

ニーズ調査によると、乳幼児の保護者では子育て応援団の活動内容まで知っている人は少なかった

ものの、「親子料理教室」「地域公民館等で親子サロンの開催」「保育所等でプレーパークの開催」など

の子育て応援団が実施している事業の利用意向は高く、さらに、活動の「内容がわかれば、参加して

みたい」と約４割の人が考えています。 

今後は、「かすや子どもの日」のイベント等を通じ、粕屋町全体で子どもと子育て家庭を見守り支援

するという意識の醸成を図ります。県の事業である「子育て応援の店」についても周知を図り、登録

を促進します。また、「子育て応援団」等の住民と行政との協働による子育て支援の充実を図ります。 

 

（１）啓発活動の推進 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

106 かすや子どもの日 

毎年 11 月の第２土曜日を「かすや子どもの日」と定め、「子どもを

慈しみ、育む輪を広げましょう」を目的として、子どもの発表等のイ

ベントを通じて、地域で子どもを育てることの重要性について、住

民へ啓発を進めます。 

子ども未来課 

107 
県 事 業 「 子 育 て 応

援の店」の周知 

子ども連れの親子にやさしい店として子育て家庭を応援する県事

業「子育て応援の店」について、町内の登録店を広報などで紹介

し、登録を促進していきます。 

子ども未来課 

108 
児童福祉月間の周

知 

児童福祉の理念の普及・啓発を図るため、５月の児童福祉月間に

合わせ社協掲示板と町内掲示板等に区を通じポスターを貼付し、

啓発活動を行います。 

社 会 福 祉 協

議会（介護福

祉課） 

 

 

（２）住民参加の推進 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

109 
地域との連携によ

る子育て支援 

保育所・幼稚園の子どもたちと地域の高齢者との交流を図り、伝

承遊びを教えてもらうなど、人材の発掘と活用に努めます。 
子ども未来課 

103 
子育て応援団委託

事業（再掲） 

住民と行政が協働して子育て支援を行う「子育て応援団」の活動

を支援します。活動内容の見直しを行い、さらに活動を充実してい

きます。 

子ども未来課 
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■各施策の成果指標  

目標達成のためには、「いつまで」「何を（どう）するか」という指標を設定し、その指標をで

きるかぎり実現するよう努力していかなければなりません。そこで、本計画の目標年度である平

成 31 年度を目標とし、各施策の実施について評価・改善・検討のための成果指標を定めます。 

 

 

基本方針Ⅰ 心豊かな子どもが育つまち 

№ 事業名 成果指標 
現状値（平成 26 年） 

（見込み含む） 
目標値（平成 31 年） 担当課 

１ 子どもの最善の利益を守る 

1 
青少年育成・人

権教育の啓発 
三本大会開催回数 １回/年 １回/年 社会教育課 

2 
人権を尊重する

町民のつどい 
開催回数 １回/年 １回/年 社会教育課 

3 福祉読本配布 配布回数 １回/年 １回/年 

社会福祉協議

会（介護福祉

課） 

5 
教職員等への人

権研修の推進 

町職員への人権研修の

開催回数 
１回/年 １回/年 

子ども未来課 

学校教育課 

社会教育課 

総務課 

教職員への学人研による

研修の開催回数 

全員研究会 ２回/年 

研究部会   ４回/年 

全員学習会 １回/年 

全員研究会 ２回/年 

研究部会   ４回/年 

全員学習会 １回/年 

社会教育課 

8 
関係機関の連携

強化 
実務者会議の開催回数 ６回/年 ６回/年 子ども未来課 

9 

スクールカウンセ

ラー、スクールソ

ーシャルワーカー

による相談機能

の充実 

スクールカウンセラーの

配置人数 
各中学校に１名配置 各小・中学校に１名配置 

学校教育課 
スクールソーシャルワー

カーの配置人数 
各小・中学校に１名配置 各小・中学校に１名配置 

10 
教育相談室による

相談機能の充実 

教育相談室に相談員配置

人数 
２名配置 ２名配置 学校教育課 
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№ 事業名 成果指標 
現状値（平成 26 年） 

（見込み含む） 
目標値（平成 31 年） 担当課 

２ 子どもの健康・保健事業の充実 

11 乳幼児健診 
乳幼児健診受診率と 

把握率 

受診率：96.7％ 

把握率：100％ 

受診率：100％ 

把握率：100％ 
健康づくり課 

12 育児相談 赤ちゃん相談開催回数 12 回/年 12 回/年 健康づくり課 

13 
新生児、乳児訪問

（全戸訪問） 
乳児家庭全戸訪問率 約 95％ 100％ 健康づくり課 

17 
幼児の個別療育

支援 

「こんぺいとう」での療育

幼児数 
60 人 約 80 人 健康づくり課 

18 
幼児の集団療育

支援 

「つくしんぼ」での療育 

幼児数 
約 30 人 約 45 人 

健康づくり課 
「さくらんぼ」での療育 

幼児数 
約 30 人 約 30 人 

19 
発達障がい児等に

関する連携支援 

保・幼園長会での説明会

開催回数 
２回/年 ２回/年 健康づくり課 

小学校新一年生の連絡

会開催校数 
町内４校 町内４校 学校教育課 

21 

発達相談 

(運動発達相談、 

発達相談、言語

相談) 

運動発達相談を受けた 

人数 
約 30 人 約 30 人 健康づくり課 

発達相談を受けた人数 約 500 人 約 550 人 健康づくり課 

言語相談を受けた人数 約 70 人 約 80 人 健康づくり課 

22 年長児相談会 参加率 80％ 90％ 健康づくり課 
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№ 事業名 成果指標 
現状値（平成 26 年） 

（見込み含む） 
目標値（平成 31 年） 担当課 

３ 豊かな心を育む教育の推進 

23 

年齢に応じた本に

親しむ取り組みの

推進 

おはなし会実施回数 
 150 回/年 

参加人数 4,600 人 

回数 150 回/年 

参加人数 4,600 人 
社会教育課 

24 

ブックスタート事

業・ブックスタート

フォローアップ事

業 

10 か月児健診時 

ブックスタートパック配布率 
 配布率 96％ 配布率 100％ 子ども未来課 

３歳児健診対象者 

絵本配布率 
 配布率 40％ 配布率 45％ 社会教育課 

25 

保育所、幼稚園

における文化芸

術の鑑賞機会の

提供 

保育所・幼稚園での観劇会

開催回数 

観劇会各園 １回/年 

映画鑑賞 １回/年 
１回/年 子ども未来課 

26 
子どもの読書の

推進 

講演会開催数 ２回/年 ２回/年 社会教育課 

上映会開催数 ４回/年 ４回/年 社会教育課 

工作教室開催数 ４回/年 ４回/年 社会教育課 

図書館員体験開催数 ２回/年 ２回/年 社会教育課 

原画展開催数 １回/年 １回/年 社会教育課 

27 

子どもが参加する

生涯学習センター

自主事業の推進 

文化祭時の劇開催と入場者

数 

劇 １回/年 

入場者数 約 560 人 

劇 １回/年 

入場者数 560 人以上 
社会教育課 

30 
特別支援学級・

通級指導教室 

通級指導教室教諭の配置 

人数 

小学校に４人 

中学校に１人 

小学校に５人 

中学校に１人 
学校教育課 

31 
適切な進路指

導・相談支援 
教育支援委員会開催回数 ５回/年 ５回/年 学校教育課 

34 

知的障がい者

（児）・発達障が

い者（児）親子バ

スハイク 

参加人数 51 人 100 人 

社会福祉協議

会（ 介 護 福 祉

課） 

36 歴史教育の推進 歴史教育受講者数 延べ 80 人/年 延べ 100 人以上/年 社会教育課 

37 
子どもボランティア

体験教室 

開催回数 

参加者数 

１回/年 

18 人 

１回/年 

20 人 

社会福祉協議

会（ 介 護 福 祉

課） 

38 
中学生ボランティ

ア体験教室 

開催回数 

参加者数 

１回/年 

21 人 

１回/年 

40 人 

社会福祉協議

会（ 介 護 福 祉

課） 

40 地域人材の派遣 地域人材派遣数 延べ 270 人/年 延べ 300 人/年 社会教育課 

41 社会体育行事 
ジュニアスポーツ大会の 

参加者数 
延べ 2,300 人/年 延べ 2,500 人/年 社会教育課 

43 地域通学合宿 通学合宿実施分館数 １分館 ２分館 社会教育課 
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基本方針Ⅱ 安心して楽しく子育てができるまち 

№ 事業名 成果指標 
現状値（平成 26 年） 

（見込み含む） 
目標値（平成 31 年） 担当課 

１ 安心して出産・子育てできる環境の整備 

46 両親学級 
日曜パパとママのたまご

学級開催数 
３回/年 ３回/年 健康づくり課 

48 
経済的支援制度

の周知 

児童手当制度について広

報に掲載回数 
３回/年 ３回/年 総合窓口課 

２ 子育てに関する相談・情報提供体制の強化 

9 

スクールカウンセ

ラー、スクールソ

ーシャルワーカー

による相談機能

の充実（再掲） 

スクールカウンセラーの

配置人数 
各中学校に１名配置 各小・中学校に１名配置 

学校教育課 
スクールソーシャルワー

カーの配置人数 
各小・中学校に１名配置 各小・中学校に１名配置 

10 

教育相談室による

相談機能の充実

（再掲） 

教育相談室に相談員配置

人数 
２名配置 ２名配置 学校教育課 

11 
乳幼児健診 

（再掲） 

乳幼児健診受診率と把握

率 

受診率：96.7％ 

把握率：100％ 

受診率：100％ 

把握率：100％ 
健康づくり課 

12 育児相談（再掲） 赤ちゃん相談開催数 12 回/年 12 回/年 健康づくり課 

13 

新生児、乳児訪問

（全戸訪問） 

（再掲） 

乳児家庭全戸訪問率 平均約 95％ 100％ 健康づくり課 

56 
子育てタウンペー

ジの作成 
発行部数 平成 24 年度 2,000 部 2,200 部 子ども未来課 

57 
かすやキッズネッ

ト発行 
発行部数 12,000 部 

32,400 部 

（月 2,700 部×12 か月） 

社会福祉協議

会（ 介 護 福 祉

課） 

３ 子育てについての学習と交流の充実 

60 育児教室の実施 

赤ちゃん体操教室開催回

数 
12 回/年 12 回/年 健康づくり課 

にこにこ離乳食教室開催

回数 
12 回/年 12 回/年 健康づくり課 

61 親子サロンの充実 親子サロンの開設数 10 か所 15 か所 子ども未来課 

66 
育児サークル等

活動支援 

育児サークル等支援金

交付団体数 
11 か所 11 か所 子ども未来課 

67 
ハッピーエンジェ

ルの会 

多胎児・未熟児の保護者

交流会開催回数 
３回/年 ３回/年 健康づくり課 

４ 子育てと仕事や他の活動との両立支援 

76 
届出保育施設運

営費補助 
補助交付か所数 ７か所 ８か所 子ども未来課 

５ 男性の子育ての促進 

46 
両親学級 

（再掲） 

日曜パパとママのたまご

学級開催数 
３回/年 ３回/年 健康づくり課 
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基本方針Ⅲ 子どもを見守り、育むまち 

№ 事業名 成果指標 
現状値（平成 26 年） 

（見込み含む） 
目標値（平成 31 年） 担当課 

１ 子どもと子育てに安心なまちづくり 

89 
（仮称）こども館

整備事業 
(仮称)こども館整備 ― 

平成 27 年度整備 

（平成 28 年度開館） 
子ども未来課 

90 
地域公民館等の

活用 
親子サロン開設数 10 か所 15 か所 子ども未来課 

97 
交通安全に対する

意識の高揚 

幼稚園、保育所、小学校

で交通安全教室の実施 
町内全園、全校での実施 

継続 
協働のまちづ

くり課 小学４年生を対象の自転

車教室実施 
継続 

２ 地域における交流・ネットワークづくりの促進 

90 
地域公民館等の

活用（再掲） 
親子サロン開設数 10 か所 15 か所  子ども未来課 

100 

かすや子どもの日

わっしょいフェスタ

の開催 

かすやどもの日わっしょい

フェスタ開催回数 
１回/年 １回/年 子ども未来課 

102 
子ども会育成会

支援 
ジュニアリーダー数 50 人 60 人 社会教育課 

105 
学生ボランティア

の育成 
学生ボランティア登録数 53 人 60 名 

社会福祉協議

会（ 介 護 福 祉

課） 

３ 子育てについての意識啓発・住民参加の推進 

108 
児童福祉月間の

周知 
ポスター掲示の回数 １回/年 １回/年 

社会福祉協議

会（介護福祉

課） 
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第５章 教育・保育及び地域子育て 

 支援事業の提供体制 
 

 

子ども・子育て支援法第 61 条の規定に基づき、教育・保育及び地域子育て支援事業の提供体

制の確保に関する計画について、その提供区域を以下のように設定し、国「基本指針」に定めら

れた教育・保育及び地域子育て支援事業の確保の内容と実施時期について定めます。 
 

１  教育・保育の提供区域の設定 

国「基本指針」では、地理的条件や人口、地域の交通事情などの社会的条件、教育・保育及び

子育てに係る施設・事業等の社会資源の状況及び住民ニーズ等を総合的に勘案して、教育・保育

の提供区域を定めることとしています。 

本町では、粕屋町全域を提供区域として定め、教育・保育及び地域子育て支援事業の提供の体

制の確保内容とその実施時期を定めます。 

 

２  定期的な教育・保育事業の提供体制 

 

（１）定期的な教育・保育事業の確保策の考え方 

乳幼児の保護者を対象として実施したニーズ調査により幼稚園、保育所等の現在の利用状況や

潜在的利用希望を含めて推計した「量の見込み」に対する各施設の利用定員を定めて提供体制の

確保を図ります。 

子ども・子育て新制度では、就学前の子どもについて「保育の必要性の事由、保育の必要量（保

育利用時間）」等の認定を市町村が行います。認定は以下の３つの区分となり、それぞれの施設

の利用が決定することから、確保の内容と実施時期はこの認定区分ごとに設定します。 

 

認定区分 対象となる子ども 対象施設 

１号認定 

（教育標準時間認定） 
満３歳以上で教育を希望する就学前の子ども 

幼稚園 

認定こども園 

２号認定 

（保育認定） 
満３歳以上で保育を必要とする就学前の子ども 保育所 

認定こども園 

地域型保育施設 
３号認定 

（保育認定） 
満３歳未満で保育を必要とする子ども 
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なお、保育の必要性の認定は、子ども・子育て支援法の第 19 条の規定により以下の「保育の必要性

の事由」に該当することが必要です。また、保育の必要量（保育の利用時間）については、国の対応

方針に就業時間の下限を 48 時間～64 時間の間で定めることとしています。本町では保育標準時間（1

日 11 時間まで）の場合、月あたり 120 時間以上の就業時間とし、保育短時間（1 日８時間まで）の場

合は、就業時間の下限を月あたり 64 時間とします。 

 

 

■保育の必要性の事由■ 

 

 小学校就学前の子どもの保護者のいずれもが、次のいずれかに該当する場合 

①１月あたり 48時間から 64時間までの範囲を下限として月を単位に市町村が定める時間以上労働

することを常態とすること。（10 年間の経過措置あり）（※） 

②妊娠中であるか又は出産後間がないこと。 

③疾病にかかり、もしくは負傷し、又は精神もしくは身体に障がいを有していること。 

④同居の親族（長期入院等をしている親族を含む）を常時介護又は看護していること。 

⑤震災、風水害、火災その他の災害の復旧に当たっていること。 

⑥求職活動（起業の準備を含む）を継続的に行っていること。 

⑦就学（職業訓練校等での職業訓練を含む）していること。 

⑧虐待やＤＶのおそれがあること。 

⑨育児休業取得時に、すでに保育を利用している子どもがいて継続利用が必要であること。 

⑩その他、上記に類するものとして市町村が認める場合。 

 

※フルタイムのほか、パートタイム、夜間など基本的に全ての就業に対応（一時預かりで対応可能

な短時間の就業は除く。居宅内の労働（自営業、在宅勤務等）を含む） 
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〇量の見込みと提供体制
（人）

１号 ２号 １号 ２号 １号 ２号

教育 教育 教育

３～５歳 ３～５歳 １，２歳 ０歳児 ３～５歳 ３～５歳 １，２歳 ０歳児 ３～５歳 ３～５歳 １，２歳 ０歳児

881 921 361 126 880 919 365 124 888 928 353 122

881 803 382 120 880 802 382 120 888 928 382 122

0 ▲ 118 21 ▲ 6 0 ▲ 117 17 ▲ 4 0 0 29 0

１号 ２号 １号 ２号

教育 教育

３～５歳 ３～５歳 １，２歳 ０歳児 ３～５歳 ３～５歳 １，２歳 ０歳児

880 919 347 119 883 923 340 116

880 928 382 122 883 928 382 122

0 9 35 3 0 5 42 6

27年度 28年度 29年度

３号 ３号 ３号

保育 保育 保育

30年度 31年度

３号 ３号

保育 保育

量の見込み（ａ）

確保提供数（ｂ）

（ｂ）－（ａ）

量の見込み（ａ）

確保提供数（ｂ）

（ｂ）－（ａ）

 

（２）教育・保育事業の提供体制 

①概要 

認可保育所・地域型保育施設は、仕事や病気等のため、家庭で保育ができない保護者に代

わって小学校就学前の子どもを保育する施設です。現在、粕屋町には認可保育所が７園あり、

地域型保育施設はありません。認定こども園は、小学校就学前の子どもに対し、教育・保育

を一体的に行う施設です。幼稚園は、保護者の就業状況にかかわらず、３歳（町立幼稚園は

４歳）から就学前の子どもに対し、小学校以降の教育の基礎をつくるための施設です。現在、

粕屋町には町立幼稚園が４園、私立幼稚園が１園あります。 

 

②確保に向けての対応策 

平成27年度に（仮称）星の子保育園（定員180名）と（仮称）はこぶね認定こども園（現

在は私立幼稚園）の保育部分（定員80名）が開園予定です。これにより、定員260名の増員

を図ります。また、今後の待機児童の動向を把握し、新園や、老朽化した町立保育所の建て

替えや民営化等による定員増の検討を行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 
60 

 

３  地域子育て支援事業の提供体制 

（１）地域子育て支援事業の考え方 

国指針に定められている地域子育て支援事業は、以下の 13 事業です。それぞれの事業につい

て、「量の見込み」に対する確保内容と実施時期を定めます。なお、実際の利用状況や社会・経

済情勢の変化に応じて見直しを行うなど柔軟な対応を図ります。 
 

①利用者支援事業（新規） 

子どもまたはその保護者が身近な場所で、多様な子育て支援サービスの中から適切なも

のを選択できるよう、教育・保育施設や地域の子育て支援サービスの利用に関する情報提

供を行うとともに、子育て家庭からの相談に応じ、助言や関係機関との連絡調整を行いま

す。 

②地域子育て支援拠点事業 

乳幼児及びその保護者が集まり、一緒に遊びながら交流するふれあいの場を提供すると

ともに、子育てに役立つ情報をお知らせするほか、子育てに関する悩み等の相談を行いま

す。 

③妊婦健診支援事業 

医療機関及び助産所において、妊婦健康診査補助券を使用し、健診を受け、妊娠中の異

常を早期に発見し、適切な治療や保健指導に繋げていきます。 

④乳児家庭全戸訪問事業 

子育て家庭の孤立を防ぐため、生後４か月までの乳児がいるすべての家庭を訪問し、親

子の心身の状況や養育環境を把握し、子育てに関する情報提供や助言を行います。特に支

援が必要な家庭に対しては、適切なサービスが提供できるよう関係機関との連携を図りま

す。 

⑤養育支援訪問事業 

養育支援が特に必要な家庭に対して、その居宅を訪問し、養育に関する指導・助言等を

行うことにより、当該家庭の適切な養育の実施を確保します。 

⑥子育て短期支援事業 

保護者の疾病、出産、出張、育児不安等の理由により家庭において養育を受けることが

一時的に困難となった児童について、児童養護施設等に入所させ、必要な保護を行います。

（短期入所生活援助事業（ショートステイ事業）及び夜間養護等事業（トワイライトステ

イ事業）） 

⑦ファミリー・サポート・センター事業（子育て援助活動支援事業） 

乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の保護者を会員として、児童の預かり等の援

助を受けることを希望する者と当該援助を行うことを希望する者との相互援助活動に関す

る連絡、調整を行います。 
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⑧一時預かり事業 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、主として昼間

において、認定こども園、幼稚園、保育所、その他の場所において、一時的に預かります。 

⑨時間外保育事業（延長保育） 

保護者の就業状況等により、認定こども園、保育所等において通常の保育時間を延長し

て保育を行います。 

⑩病児保育事業 

家庭で保育が困難な病気の子どもを、病院に付設された専用スペース等において、看護

師等が一時的に保育等を行います。 

⑪学童保育事業（放課後児童健全育成事業） 

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、放課後等に

適切な遊びと生活の場を与えて、その健全な育成を図ります。 

⑫実費徴収に係る補足給付を行う事業 

保護者の世帯所得の状況等を勘案して、特定教育・保育施設等（町の確認を受け、施設

型給付費を受ける教育・保育施設）に対して保護者が支払うべき日用品、文房具その他の

教育・保育に必要な物品の購入に要する費用または行事への参加に要する費用等を助成し

ます。         

⑬多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 

特定教育・保育施設等への民間事業者の参入の促進に関する調査研究その他多様な事業

者の能力を活用した特定教育・保育施設等の設置または運営を促進します。 

 

 

※ ⑫実費徴収に係る補足給付を行う事業と⑬多様な主体が本制度に参入することを促進す

るための事業については、現在粕屋町では実施の予定はありません。今後、本町の状況

を勘案したうえで支援のあり方や事業の必要性も含めて検討します。 
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単　位

量の見込み 実施箇所数             1 1 1 1 1 1

確保策 実施箇所数 0 0 1 1 1 1

量の見込み
利用児童数

（延べ）
13,200 33,636 33,756 32,772 32,172 31,452

実施施設数 4 6 6 6 6 6

利用児童数

（延べ）
18,720 25,920 32,800 32,800 32,800 32,800

量の見込み
妊婦健診補助券

使用件数
8,200 7,900 7,800 7,700 7,500 7,300

確保策
妊婦健診補助券

使用件数
8,200 7,900 7,800 7,700 7,500 7,300

量の見込み 出生数 650 675 665 654 638 621

確保策 実施件数 650 675 665 654 638 621

量の見込み
訪問件数

（延べ）
168 173 178 183 188 193

確保策
訪問件数

（延べ）
168 173 178 183 188 193

量の見込み
利用児童数

（延べ）
0 0 0 0 0 0

確保策
利用児童数

（延べ）

量の見込み
利用児童数

（延べ）
133 100 104 107 111 113

確保策
利用児童数

（延べ）
210 210 280 280 280 280

量の見込み
利用児童数

（延べ）
14,842 16,417 16,399 16,551 16,399 16,458

確保策
利用児童数

（延べ）
14,842 16,417 16,399 16,551 16,399 16,458

量の見込み
利用児童数

（延べ）
1,664 3,315 3,323 3,255 3,202 3,150

確保策
利用児童数

（延べ） 1,664 3,315 3,323 3,255 3,202 3,150

確保策
利用児童数

（延べ） 222 222 296 296 296 296

量の見込み 利用児童数 578 807 808 800 788 781

実施施設数 7 9 9 9 9 9

利用児童数 578 807 808 800 788 781

量の見込み
利用児童数

（延べ）
200 710 711 704 694 687

確保策
利用児童数

（延べ）
720 720 720 720 720 720

量の見込み 利用児童数 466 465 484 517 508 517

確保策 利用児童数 466

量の見込み 利用児童数 62 61 64 68 67 68

確保策 利用児童数 0

 乳児家庭全戸訪問事業

26年度 27年度 28年度 31年度

 利用者支援事業

 地域子育て支援拠点事業
確保策

 妊婦健診支援事業

29年度 30年度

Ｈ27の実績状況をみて検討します

高学年
Ｈ27の実績状況をみて検討します

 養育支援訪問事業

 子育て短期支援事業
利用の希望があった場合は、県所管の乳児院や児童養護施設等で対応の予定です

 ファミリー・サポート・センター事業
 （小学生）

 一時預かり事業
 （幼稚園における預かり保育）

 一時預かり事業 保育所における
一時保育

ファミリー・サポート・
センター事業

（就学前児童）

 時間外保育事業
確保策

 病児保育事業

 学童保育事業

低学年

 

（２）地域子育て支援事業の提供体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※一時預かり事業（保育所における一時保育）、時間外保育事業における、平成 26 年度の量の見込み及び確保策は平成

25 年度の実績値に基づき算出しており、平成 27 年度の量の見込み及び確保策はニーズ調査より算出した数値のため、

平成 26 年度と平成 27 年度の数値に開きが出ています。 
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また地域子育て支援拠点事業、病児保育事業の平成 26 年度の量の見込みの数値は平成 25 年度の実績値を使用しており、

平成 27 年度の量の見込みの数値はニーズ調査より算出した数値のため、平成 26 年度と平成 27 年度の数値に開きが出て

います。 

 

 

（３）認定こども園の普及等に係る取り組み（教育・保育の一体的提供および推進体制の確保） 

認定こども園は幼稚園機能と保育所機能を併せ持つ施設で、就学前の子どもに対して幼児教育

とともに、保育を必要とする乳児または幼児の保育を行うものです。粕屋町では、はこぶね幼稚

園が平成 27 年度より認定こども園になる予定です。今後は（仮称）はこぶね認定こども園の状

況を踏まえて、利用者のニーズや設置者の意向、施設・設備等の状況により、認定こども園の推

進を検討していきます。 
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第６章 計画の推進に向けて 
 

 

１  庁内推進体制の確立 

本計画の子どもと子育てに関わる施策は、教育・保育、保健福祉、安全・安心のまちづくり、男女

共同参画等、様々な分野にわたっています。これらの施策を効率的・総合的に推進するためには、庁

内全体での連携による取り組みが必要です。 

計画の推進にあたっては、子ども未来課を中心に関係各課で構成する全庁的な推進体制を整え、国、

県、関係機関との連携を図りながら、総合的、計画的に推進していきます。 

 

２  地域の連携と協力による取り組みの推進 

本計画の推進にあたっては、子育て当事者の意見とともに、地域の子どもや子育て家庭の実情を踏

まえた取り組みが求められています。 

地域の自治会や子ども会育成会、保育所、幼稚園、認定こども園、社会福祉協議会、ＰＴＡ、ボラ

ンティア団体、商工会等が、相互に連携、協力しながら行政とともに地域社会全体で、子どもと子育

て家庭を支援していきます。 

 

３  計画の点検・評価 

本計画の策定にあたっては、教育・保育関係者や子どもの保護者、地域の各種団体や子育て支援の

関係者からなる「粕屋町子ども・子育て会議」を設置しました、この会議を継続して設置し、住民参

加のもとでの施策の実施状況の点検、評価と検証を行い、必要な改善を行いながら、計画の着実な推

進を図ります。 

また、計画の実施状況等の結果を広報やホームページ等で公表するとともに、子ども・子育て支援

制度や本計画の住民への周知に努めます。 
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１ 粕屋町子ども・子育て会議条例 

粕屋町子ども・子育て会議条例  

(平成 25年 6月 24日条例第 23号) 

(設置) 

第 1条 子ども・子育て支援法(平成 24年法律第 65号。以下「法」という。)第 77条第 1項の規

定に基づき、粕屋町子ども・子育て会議(以下「子育て会議」という。)を置く。  

[子ども・子育て支援法(平成 24年法律第 65号。以下「法」という。)第 77条第 1項] 

(所掌事務) 

第 2条 子育て会議は、法第 77条第 1項各号に掲げる事務を処理するものとする。  

[法第 77条第 1項各号] 

(組織) 

第 3条 子育て会議は、委員 20人以内をもって組織する。  

2 委員は、学識経験のある者その他町長が適当と認める者のうちから町長が委嘱する。  

(任期) 

第 4条 委員の任期は、2年とする。ただし、補欠により委嘱された委員の任期は、前任者の残任

期間とする。  

2 委員は、再任されることができる。  

(会長) 

第 5条 子育て会議に会長を置き、委員の互選によってこれを定める。  

2 会長は会務を総理し、子育て会議を代表する。  

3 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、会長があらかじめ指名する委員がその職務

を代行する。  

(会議) 

第 6条 子育て会議の会議は、会長が招集し、議長となる。ただし、会長が選任されていないとき

は、町長が行う。  

2 子育て会議の会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。  

3 子育て会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによ

る。  

(作業部会) 

第 7条 子育て会議に必要に応じて作業部会を置くことができる。  

2 作業部会は、会長が必要と認めるときには、委員以外の者も構成員に加えることができる。  

(庶務) 

第 8条 子育て会議の庶務は、住民福祉部子ども未来課において行う。  

(委任) 

第 9条 この条例に定めるもののほか、子育て会議の運営に関し必要な事項は、町長が定める。  

附 則  

この条例は、公布の日から施行する。 
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２ 粕屋町子ども・子育て会議委員名簿 

任期 平成 25年 11月 12日～平成 27年 11月 11日 

  氏  名 所属団体及び役職等  

1 森  紘 学識経験者 子ども・子育て会議 会長 会長 

2 渋 田  眞 宏 区長会 区長会副会長 
 

3 長  千 鶴 子 民生委員児童委員協議会 民生児童委員副会長 
 

4 木村 眞由美 小・中学校 校長会 大川小学校校長 
 

5 岩 本  寛 子 小学校ＰＴＡ  粕屋中央小ＰＴＡ副会長 
 

6 西 岡  和 美 町民代表 子育て応援団（公民館活用） 
 

7 長  順 子  町民代表 
子育て応援団 
（子育てタウンページ） 

 

8 俣 木  彩  町民代表 子育て応援団（公民館活用） 
 

9 小 野  友 紀 町民代表 公募 
 

10 西 岡  厳  私立幼稚園代表 はこぶね幼稚園園長 
 

11 井 中  卓 生 私立保育所代表 大川保育園園長 
 

12 上久保 俊子 公立幼稚園代表 西幼稚園園長 
 

13 山 口  優 子 公立保育所代表 仲原保育所園長 
 

14 黒 田  道 明 粕屋町学校教育課 
学校教育課係長 
（学童保育担当） 

 

15 田中 美智子 粕屋町健康づくり課 保健師 
 

16 舩越 美由紀 粕屋町子ども未来課 
ファミリー・サポート・センター 
アドバイザー 

 

17 嶋田 美代子 粕屋町子ども未来課 子育てアドバイザー 
 

（順不同）  
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３ 粕屋町子ども・子育て支援事業計画策定の経過 

 

年度 回 開 催 日 議    題 

平 

成 

25 

年 

度 

第１回 
平成 25年 

11月 12日（月） 

第１回 粕屋町子ども・子育て会議 

 （１）粕屋町子ども・子育て会議について 

（２）子ども・子育て支援新制度について 

（３）子ども・子育て支援に関するニーズ調査 

・調査の概要と調査設問案の検討 

（４）今後のスケジュール 

 
平成 25年 

11月～12月 

子ども・子育て支援ニーズ調査の実施 

①乳幼児の保護者調査 

②小学生の保護者調査 

第２回 
平成 26年 

３月 25日（火） 

第２回 粕屋町子ども・子育て会議 

（１）子ども・子育て支援ニーズ調査結果の概要報告 

（２）（仮称）こども館整備について 

 

平 

成 

26 

年 

度 

第１回 ５月８日（木） 

第１回 粕屋町子ども・子育て会議 

（１）子ども・子育て支援ニーズ調査分析結果 

・調査結果からみえる粕屋町の特徴と課題 

（２）子どもと子育てに関する粕屋町の現状 

（３）子ども・子育て支援事業計画策定の方針 

（４）計画策定スケジュールについて 

第２回 ６月２日（月） 

第２回 粕屋町子ども・子育て会議 

（１）次世代育成支援行動計画（後期計画）の総括 

（２）「子ども・子育て支援として粕屋町で重要なこと」 

   （委員ワークショップ） 

第３回 ７月 28日（月） 

第３回 粕屋町子ども・子育て会議 

（１）子ども・子育て支援事業計画骨子（案） 

（２）子ども・子育て支援新制度に係る基準案 

第４回 10月 26日（月） 

第４回 粕屋町子ども・子育て会議 

（１）子ども・子育て支援事業計画：基本構想（原案） 

（２）（仮称）こども館整備について 
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年度 回 開 催 日 議    題 

平 

成 

26 

年 

度 

第５回 12月４日（木） 

第５回 粕屋町子ども・子育て会議 

（１）子ども・子育て支援事業計画における教育・保育事業 

及び地域子育て支援事業の量の見込みと確保策の提案 

（２）特定教育・保育施設における利用定員について 

（３）子ども・子育て支援事業計画：実施計画（原案） 

（４）粕屋町子ども・子育て支援事業計画の重点課題 

（委員ワークショップ） 

第６回 
平成 27年 

２月２日（火） 

第６回 粕屋町子ども・子育て会議 

（１）子ども・子育て支援事業計画（素案）について 

（２）パブリックコメント手続き 

（３）こども館建設の進捗状況 

 

２月 13日（金）   

～ 

３月 16日（月） 

粕屋町子ども・子育て支援事業計画について 

 パブリックコメントの実施 

第７回 ３月 23日（月） 

第７回 粕屋町子ども・子育て会議 

（１）パブリックコメント結果について 

（２）子ども・子育て支援事業計画素案の確定 
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４ 粕屋町こども・子育て会議ワークショップによる提案 

（1）第２回 粕屋町子ども・子育て会議 

    ～粕屋町における子どもと子育て支援の重要課題～ 
 

今回のワークショップを通して、粕屋町の子ども・子育て支援における現状や今後の課題が明らかに

なりました。また、委員の皆さんが意見を出し合う中で、今後取り組むべき課題と解決策が少しずつ見

えてきたようです。 

 

◇重要課題 1  多様なニーズに対応する保育サービスの拡充 

 粕屋町は県内市町村の中でも合計特殊出生率や年少人口の割合が高く、そのためここ数

年は認可保育所の定員数を増やしているものの、待機児童の解消には至っていません。病

児・病後児保育については定員が３名と少なく、また粕屋中部 3町による合同事業である

ため、町民にとって十分に利用しやすい状況とはいえません。 

 今後、女性の就労がさらに拡大するとみられる中で、教育・保育施設および事業のさら

なる拡充が求められるとともに、子どもや子どもを持つ親が安心して過ごせるよう、教育・

保育の質の充実が望まれます。 

 

◇重要課題２  情報発信・相談・交流の拠点づくり 

保育サービスや子どもの遊び場、相談窓口など、子育てに関する町内の様々な情報につ

いて、十分に周知されていない状況があります。情報を必要としている人に適切な情報が

届くよう、情報を一元的に集約し、提供するしくみが必要とされています。 

また、粕屋町の子育て世帯には核家族世帯が多く、子育ての負担が母親１人にかかりが

ちです。子育ての悩みなどを相談できたり、親子で気軽に立ち寄ることができる場が身近

にあることで、子育ての不安感の軽減につなげることになると思われます。 

来年度設置される「粕屋町子ども館」が、情報・相談・交流の機能を併せもった、子育

て支援の拠点となることが期待されます。 

 

◇重要課題３  安全・安心のまちづくり 

粕屋町においては、道路や公共施設等のバリアフリー化が不十分であるなど、子どもや

子ども連れの親にとって安全面での不安が大きい箇所が多くみられます。また、子どもが

犯罪の被害に巻き込まれることへの親の不安は大きく、防犯対策も必要とされています。 

都市計画や道路、公園等の整備にあたっては、すべての町民が安全・安心に暮らせるよ

う、特に子どもやその親、高齢者、障害者等の交通弱者への配慮が求められます。併せて、 

地域の見守りや防犯教室、自動車や自転車のマナーに対する啓発など、ソフト面での対策

も進める必要があります。 
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◇重要課題４  地域全体での子どもと子育て家庭への支援 

核家族の多い粕屋町では子どもおよび子育て世代と高齢者との交流の機会が限られてい

ます。保育園・幼稚園と高齢者施設との交流や、様々な行事を通して、地域のつながりを

育み相互理解を深めることが必要です。 

保育園・幼稚園と小学校・中学校との連携を強めて子どもたちの育ちを継続的に見守る

ことや、子育て支援へのリタイア世代による子育てへのサポートや学生ボランティアの育

成など、地域ぐるみで子育てをするという意識を醸成し、子育て世代だけではなく様々な

世代の人に子育てへの関心を高めてもらえる仕組みづくりが望まれます。 

 

◇重要課題 5  子どもの権利をまもる 

 粕屋町において子ども・子育て支援を推進するに当たっては、第一に子どもの権利お

よび子どもにとっての最善の利益を考えることが重要です。また、待機児童の解消や各種

保育サービスの整備等を進める際には、量だけではなく質の確保についても十分な配慮が

なされなければなりません。 

また、子どもの権利や児童虐待防止についての啓発を進めることで、児童虐待等の未然

防止や早期発見につながることが期待されます。さらに、子どもの権利条例の制定など、

子どもの権利保障の視点を施策に反映させるための取り組みが望まれます。 
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（２）第５回 粕屋町子ども・子育て会議 

～計画における重点課題と重点的施策～ 
平成 26年 12月 4日 

①子ども・子育て会議委員提案（Ａ班） 
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②子ども・子育て会議委員提案（Ｂ班） 
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③子ども・子育て会議委員提案（Ｃ班） 
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５ 用語の解説 

 

 

 

■かすや子どもの日 

“子どもの笑顔はかすやの未来 大人も子どもも元気になろう”をスローガンとして、毎年 11

月の第２土曜日に開催している。日々成長する児童の健全育成のため、「子どもが持っている生き

る力を地域で育むこと」「子どもを慈しみ、育む輪をみんなで広げること」を目的として制定され

た。 

 

■コーホート変化率による推計 

人口推計の１つの手法で生残率、移動率や出生率を考慮して推計するもの。コーホートとは、統

計因子を共有する集団のことをいう。 

 

■合計特殊出生率 

15 歳から 49 歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、一人の女性が仮にその年次の年齢

別出生率で一生の間に生むとしたときの子どもの数に相当するもの。 

 

 

 

■スクールカウンセラー 

学校で児童・生徒の生活上の諸問題や悩みの相談に応じ、指導・助言を行うもの。また、いじめ

問題への対策の一環として、臨床心理士や精神科医が小・中学校へ派遣される。 

 

■スクールソーシャルワーカー 

子ども本人と向き合うだけではなく、家庭や行政、福祉関係機関など、外部機関と連携しながら、

子どもを取り巻く環境を調整するもの。社会福祉士や精神保健福祉士などが担う。 

 

■セクシュアルハラスメント 

性的いやがらせ。特に、職場などで行われる性的・差別的な言動をいう。セクハラ。男性から女

性に、また女性から男性に対して行われるものをいうが、平成 26年（2014）7月改正の男女雇用機

会均等法施行規則では、同性に対するものも含まれると明示されている。 

 

 

 

■つどいの広場 

主に乳幼児をもつ親とその子どもが気軽に集い、うち解けた雰囲気の中で語り合い、交流を図る

ことや、ボランティアを活用しての育児相談などを行う場を地域の公共スペースや公民館、商店街

の空き店舗等を活用して設置するもの。粕屋町においては駕与丁公民館にて実施。 

 

か 行 

さ 行 

た 行 
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■届出保育施設 

児童福祉法に基づく認可を受けていない保育施設で、児童福祉法の規定により知事への届出が義

務付けられている認可保育所以外の施設。 

 

 

 

■認定こども園 

就学前の子どもに幼児教育と保育の両方を提供し、また地域における子育て支援事業を行う施設

として、都道府県知事の認可を受けた施設。保護者の就労の有無によらず利用できる。地域の実情

に応じて、認可幼稚園と認可保育所が連携する幼保連携型、認可幼稚園が保育所的機能を備える幼

稚園型、認可保育所が幼稚園的機能を備える保育所型、認可外の施設が認定こども園となる地方裁

量型などのタイプがある。平成 18年（2006）10月施行の「就学前の子どもに関する教育、保育等

の総合的な提供の推進に関する法律」により制定された。 

 

 

  

な 行 
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